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【判例 44】 福岡高裁宮崎支部平成 26 年 12 月 11 日判決1）
【事実の概要】
　X(58 歳 ) は、平成 18 年 12 月 9 日午後 2 時 30 分頃、自ら主宰する少年ゴ
ルフ教室の生徒である A( 当時 18 歳 ) が、両者の間に存在する厳しい師弟関
係から自分に従順であり、かつ恩師として尊敬していることに乗じ、ゴルフ
指導の一環との口実で鹿児島市内のリゾートホテルホリデーイン JOY に A
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を車で連行し、同ホテル駐車場において A に対し「度胸がないからいけな
いんだ。こういうところに来て度胸をつけないといけない」等と言葉巧みに
A を同ホテルの 1 室に連れ込んだ。X は、客室で A に対し、「お前は度胸が
ない。だからゴルフが伸びないんだ。」、「俺とエッチをしたらお前のゴルフ
は変わる。」等とゴルフの指導にかこつけて自分と性交するように言った。
　X は、A にキスをしようとしたが A は顔を横に背け、口をつぐむなどし
たので A の顔を強引に元に戻しキスをした。更に、X は、A の胸を触るな
どしてから A の着衣を脱がせ、A の性器に触るとともに自己の性器を触ら
せた後、A と性交した。
　原審鹿児島地裁平成 26 年 3 月 27 日刑事部判決は、「被害者が被告人との
性交を拒否しなかった原因としては、信頼していた被告人から突然性交を持
ちかけられたことによる精神的混乱により抗拒不能に陥っていた可能性があ
る一方で、そのような精神的混乱はあったものの、その程度は抗拒不能に陥
るほどではなく、自分から主体的な行動を起こさなかった可能性も排斥でき
ない。　( 中略 )　被害者が抗拒不能状態であったことの合理的な疑いを超え
る証明はできておらず、この点から、被告人には無罪の言渡しをすることに
なる。」と判示し、X に無罪を言渡した。2）
【判旨】
　裁判所は、「被害者は、遅くともラブホテルに入った時点において、いわ
ば最悪の事態として、性行為を求められる可能性を予期できていたものでは
あるが、他方で、ゴルフの指導の一環として被告人に同行していたことから、
これまでの被告人と同様、ゴルフの指導の枠内にとどまるのではないかとの
希望的観測も有していたところ、実際に，最もそうであって欲しくない事態
が、2 人きりのラブホテルの一室といういわば逃げ場のない状況で現実化し
たのであるから、被告人から性交を求められて、著しく驚愕するとともに，
精神的に大きな混乱を来したとみるのがごく自然である。　( 中略 )　被害者
が、本件当時抗拒不能の状態にあったものと認められ、これを否定した原判
決には事実の誤認がある。」と判示する。
近時の裁判実務における児童虐待事案の刑事法的一考察（6 完）
230（37）
　裁判所は、性交時の X の認識について「性交に当たって被害者から具体
的な拒絶の意思表明がなく、精神的混乱状態を示すような異常な挙動もない
状況において、被害者が、本心では性交を拒絶しているが，何らかの原因に
よって抵抗できない状態になっているため抵抗することができない、という
ある種特殊な事態に陥っていると認識していたと認めるについては合理的な
疑いが残るといわざるを得ない。」と判示し、A が抗拒不能の状態に陥って
いるとの認識に欠けるとして控訴を棄却した。
【研究】
1. 本事案は、ゴルフ教室教師による生徒への児童期性的虐待のケースである。
　被害者の年齢は、18 歳であるが教師と生徒との支配・被支配の関係性の
事案であるので考察の対象とした。
　事実の経緯は、X 及び A は平成 18 年 12 月 9 日午後 2 時 30 分頃、鹿児島
市内のリゾートホテルホリデーイン JOY にチェックインし、午後 3 時に X
は A の抗拒不能の状態に乗じて姦淫したというものである。A は、被害の
数日後に両親に性交された事実を打ち明けた。A の両親は、X と話合いを
持ち、女子に対するゴルフ指導はしないこと、ゴルフ場で A と会わないよ
うにすることを要求する一方、A の将来のことを考え刑事告訴はしないこ
ととした。A は、オーストラリアでのゴルフ留学などをしたが体調を崩し、
プロゴルファーになることは断念した。
　A や A の両親は、X が色々なゴルフ場でプレイをしたり女子を含むジュ
ニア指導をしていることを知り、平成 22 年 9 月 1 日付けで告訴した。その後、
鹿児島検察審査会による起訴相当決議を経て本件告訴から約 2 年後に起訴さ
れるという特異な経過を辿った。
2. 原審は、争点として性交時に「〔1〕被害者が抗拒不能状態であったかどう
か、〔2〕被害者が抗拒不能状態であったとすれば、そのことを被告人が認識
していたかどうかである。」として審理を進め、いずれの争点も否定した。
　裁判所は、4 年間に及ぶ個人指導を受けている指導者との 2 人きりのラブ
ホテルの 1 室という密室空間で現実に性交を求められ、ベッドに寝かされ、
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X から順次性的な接触を深められた A の置かれた状況を堪案し、抗拒不能
と判断した。
　裁判所は、X の A の抗拒不能状態の認識について、「このような被告人に
おいて、上記のとおり、性交に当たって被害者から具体的な拒絶の意思表明
がなく、精神的混乱状態を示すような異常な挙動もない状況において、被害
者が、本心では性交を拒絶しているが、何らかの原因によって抵抗できない
状態になっているため抵抗することができない、というある種特殊な事態に
陥っていると認識していたと認めるについては合理的な疑いが残るといわざ
るを得ない。」と判示し、準強姦罪の故意を否定する。
　準強姦罪は、「女子の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ、又は心神を喪失
させ、若しくは抗拒不能にさせて、姦淫した者」を刑事制裁の対象とし、被
害者が「心神喪失若しくは抗拒不能」の状態にあることを認識して姦淫行為
を行うことを要件とする。即ち、準強姦罪の故意は、被害者が「心神喪失若
しくは抗拒不能」の状態にあることの認識であり、未必的故意も包含する。
　本事案は、テニスコーチと選手という関係性の中での児童期性的虐待ケー
スであり、一定の身分関係を前提とした性的自己決定権の侵害の有無が問わ
れている。
　被害者の置かれた状況は、「ラブホテルの一室に入ると、ソファに並んで
座り、30 分程度ゴルフについて会話をした。被告人は、その中で、被害者
に対し、いつもメンタル面が弱いなどと話し、「こういう所で性行為の体験
をしたことはないんじゃないか」等とも発言した。被告人は、被害者に対し、
「お前は、メンタルが弱いから」、「俺とエッチをしたらお前のゴルフは変わる」
などと言った。」というものであり、ゴルフの指導にことよせているのである。
　被害者は、被告人の挙動に対して、「被害者は、身体を後ろに引くように
して「いやあ」あるいは「いやいや」などと発言したりしたが、それ以上具
体的な言葉は述べなかったし、明確に性交を拒絶するような態度も取らな
かった。」との対応をした。
　裁判所は、性交の際に被害者の具体的な拒絶の意思表示がなく精神的混乱
近時の裁判実務における児童虐待事案の刑事法的一考察（6 完）
228（39）
状態を示すような異常な挙動もない状況を理由に準強姦罪の故意を欠くと判
断した。裁判所は、被害者を抗拒不能にあると認定しており、更に、被害者
にどのような行動を要求するのであろうか。
　被告人は、少なくとも被害者が抗拒不能にあることを未必的に認識してい
ると解され、裁判所の準強姦罪の故意がないとの判断は妥当ではない。
【判例 45】 さいたま地裁平成 27 年 2 月 10 日第 2 刑事部判決3）
【事実の概要】
　X( 犯行当時 19 歳 ) は、平成 25 年 11 月 15 日午後 6 時 55 分頃、上尾市内
の A 方敷地内において A( 当時 17 歳 ) の左腕をつかみ、手に持ったカッター
ナイフを突き付け、「声を出すな。声を出したら殺すぞ。」等と言いながら別
の場所に連行し姦淫した。
　X は、平成 26 年 2 月 13 日午後 8 時 20 分頃、上尾市内の B 方敷地内にお
いて B( 当時 16 歳 ) に手に持った刃物を突き付けながら、「動くな。声出すな。」
等と言いながら別の場所に連行し、B の財布から現金 1000 円を強取した後、
別の民家敷地内まで連行し姦淫した。
　X は、同年 3 月 26 日午後 7 時 20 分頃、上尾市内の C 方敷地内にお
いて C( 当時 14 歳 ) に手に持ったカッターナイフを突き付け、「動くな，
叫んだら殺すぞ。」、「学校や親や警察に言ったら殺すぞ。」等と言いな
がら別の場所に連行し、「お前、お金持ってるか。」と言って現金を強
取しようとしたが、小銭しか所持していなかったため現金を強取でき
ず、別の場所まで連行し姦淫しようとしたが抵抗されて未遂に終わっ
た。
　X は、同年 5 月 5 日午後 9 時 55 分頃、上尾市内で D( 当時 15 歳 ) の右肩
を手でつかみ、手に持った鍵を刃物であるかのように示し、「騒いだら殺す
ぞ。」等と言いながら別の場所に連行し、「いくら持ってる。」と言いながら
D を姦淫した後、現金約 2300 円を強取した。
　X は、同年 6 月 4 日午後 9 時 35 分頃、桶川市内の E 方敷地内において
E( 当時 15 歳 ) に「声を出すな。声を出したら殺すぞ。」等と言いながら右腕
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及び左肩を手でつかんで別の場所まで連行し、「お前、今金いくら持ってる
んだ。」と言って姦淫した後、現金約 1300 円を強取した。
【判旨】
　裁判所は、1 件の強姦罪、3 件の強盗強姦罪及び 1 件の強盗強姦未遂罪の
公訴事実を認定し、X を懲役 23 年 ( 求刑懲役 25 年 ) に処した。
【研究】
　本事案は、犯行時 19 歳の未成年者による 14 歳から 17 歳の女子中高生 5
名に対する児童期性的虐待のケースである。
　犯行態様は、カッターナイフ等刃物を突きつけ被害児の陰部をなめたり、
手淫や口淫をさせたりして強姦に及んでおり、犯行中の被害者の様子を動画
撮影するなどして口止めしたり、膣内に射精されるか殺されるかの選択を迫
るなど執拗で悪質である。
　被害児のトラウマは、重篤であり十二分なアフターケアが担保されねばならない。
【判例 46】 仙台高裁平成 27 年 3 月 10 日第 1 刑事部判決4） 
【事実の概要】
　養父 X(42 歳 ) は、平成 26 年 1 月 3 日午前 1 時 30 分頃から午前 7 時頃ま
での間、元妻 A 方において、養女 B( 当時 11 歳 ) のブラジャーの中に手を差
し入れて乳房をもみ、更に、B のパンツの中に手を差し入れて陰部を触った。
　原審仙台地裁平成 26 年 8 月 15 日第 1 刑事部判決は、公訴事実を認定し X
を強制わいせつ罪で懲役 1 年 6 月に処した。5） 
【判旨】
　裁判所は、X、元妻 A 及び被害者 B の原審証言の信用性を精査し、「元妻
の原審証言の信用性には疑問が残ることはもとより、その信用性が一見する
と堅固にも思われる養女の原審証言の信用性にも疑いを差し挟む余地がある
ことを完全には否定できないものといわざるを得ない。その一方で、被告人
の原審供述の信用性を直ちに排斥することもできない。そうすると、「疑わ
しきは被告人の利益に」の原則に従って、被告人が本件公訴事実記載の罪を
犯したとの証明はされていないと評価すべきことに帰する。」と判示し、刑
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訴法 397 条 1 項、382 条により原判決を破棄し、同法 400 条但書により「本
件公訴事実については犯罪の証明がない」と判示して同法 336 条により X
に無罪を言渡した。
【研究】
1. 本事案は、養父による養女に対する児童期性的虐待のケースである。
　裁判所は、被害者 B、目撃者元妻 A 及び X の関係者 3 名の証言ないし供
述の信用性について詳細な検討をする。
　原審は、X に胸や陰部を触られた ( 認識被害 ) とする B の供述と X が B
の胸を触ったのを目撃した ( 目撃被害 ) とする A の供述について、「目撃状
況に関する元妻の証言は、養女の証言の信用性を裏付けるものである。」と
判示する。
　原審での A の目撃被害に関する供述は、「被告人は、当日午前 1 時 50 分
台終了のテレビドラマが終わる約 15 分前に寝室に入った。それまでは、被
告人は自分と一緒に茶の間にいたと思う。自分は、そのテレビドラマを見終
え、そのころ、寝室に入った。そして、性行為をするつもりで被告人の布団
に入り、しばらくはお互い携帯電話を操作していたが、被告人から体を触ら
れたので、仰向けに寝ている状態の被告人の陰茎を口淫した。被告人は布団
を被せてきたので、口淫中、周りが見えない状態であったが、暑かったので
布団を払いのけた。そうしたところ、被告人が、右手を伸ばして、被告人の
方を向いて寝ていた養女の左胸を服の上から包むように触っているのを目撃
した。被告人にすぐまた布団を被せられたので、目撃した時間は 1、2 秒間
ぐらいであったが、当時、寝室には豆電球が点いていて、また、自分の視力
は両目とも約 0.5 であったことから、はっきりと目撃した。目撃した状況が、
養女がアトピー性皮膚炎の患部を手で掻くのを被告人が止めたものであった
という可能性はない。その場で被告人を止めたり問い詰めたりしても、口論
になって、養女を言いくるめるなどされてしまうと思ったので、そのまま性
行為を最後まで続けた。」というものである。
　原審での B の認識被害に関する供述は、「前日午後 10 時ころ、寝室に行き、
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いつもの位置で就寝した。そのときは、パンツとブラジャーを着けて、その
上にスウェットの上下を着ていた。時間がいつかは分からないが、仰向けに
なって眠っていたところ、ブラジャーの中に手が入ってきて胸をぎゅっと握
られる感じで目が覚めた。触られたのはおそらく左胸であった。触ってきた
のは、以前と同様、被告人であると思い、手の大きさも大人のものであったが、
目を開けたら何をしてくるか分からないと思うなどしたため、目をつぶった
ままにしていた。腕が腹と胸の真ん中辺りに当たった感じがしたことなどか
ら、確実とはいえないが、被告人は体を横に向けて左手で触ってきたと思っ
た。触られないようにするため、被告人に背中を向けるように体を動かした
が、触るのをやめてくれず、左肩を掴まれて仰向けに戻された。そして、被
告人は、左右いずれかは分からないが手をパンツの中に入れて、陰部をぐり
ぐり押す感じで触ってきた。触るのをやめてほしかったので、背伸びして起
きるふりをしたところ、被告人は手を離したので、そのまま起きてすぐに茶
の間に行き、テレビを点けて一人で見ていた。」というものである。
　裁判所は、認識被害及び目撃被害の各原審供述を対比し、「養女の原審証
言と矛盾する元妻の原審証言が存在することからみて、養女が元妻の意向を
忖度して事実と異なる証言をした可能性を完全には否定できないというべき
であるから、養女の原審証言の信用性には、疑いを差し挟む余地があるとい
わざるを得ない。」と判示し、A 及び B の原審証言の信用性に疑問が残り、
X の原審証言の信用性を排斥できないとする。
2.  X の強制わいせつ行為の有無は、関係者 3 名特に被害者 B の捜査段階及
び公判段階での供述の信用性が中核であり、A 及び X の供述の信用性に依
拠する。
　裁判所の各供述の精査に基づく信用性判断は、妥当である。
【判例 47】 津地方裁判所平成 27 年 3 月 24 日刑事部判決６） 　　　　　　                                      　　　　　
【事実の概要】
　X( 当時 18 歳 ) は、平成 25 年 8 月 25 日午後 11 時頃、三重県三重郡内の空
き地付近路上を徒歩で通行中の A( 当時 15 歳 ) の背後から鼻口部を手で塞い
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で空き地に連れ込んだ。X は、A の鼻口部を手で塞ぎ、A の着衣を無理矢
理脱がせ、乳房及び陰部等を手で弄んだ。A は、X の暴行に起因する鼻口
部閉塞により死亡した。X は、A 所有の現金約 6000 円を窃取した。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し X を強制わいせつ致死罪及び窃盗罪で懲役 5
年以上 9 年以下 ( 求刑懲役 5 年以上 10 年以下 ) に処した。
【研究】
1. 本事案は、帰宅途中の A( 当時 15 歳 ) に対する強制わいせつ致死行為によ
る児童期性的虐待ケースであり、事実関係に争いはない。
　裁判所は、被告人が 18 歳であることから少年法 55 条に基づいて本件を家
庭裁判所に移送すべきか否かを争点とした。裁判所は、「相当強い力を加え
て執拗に被害者の鼻口部を閉塞するという生命に対する危険性の高い行為
を、そのような危険性を認識しつつ行っただけでなく、意識を失って無抵抗
の被害者をほぼ全裸の状態にし、その両足を開脚させた上で、その乳房や陰
部等をもてあそぶなどの甚だわいせつな行為に及んだ」として行為の態様の
悪質性から「事件の凶悪性や悪質性を大きく減ずる事情を見いだし難く、保
護処分を相当とする特段の事情は認められ ( ない )」として X を刑事処分に
付した。
2. 裁判所は、量刑理由において「被告人の資質上の問題として、共感性の乏
しさ、規範意識の低さ等が指摘されているが、その養育環境も本件の背景と
なっていると考えられること、被告人が罪を認め、被害者や遺族に謝罪をし
たこと、被告人に非行歴がないこと、被告人に矯正の可能性があることといっ
た事情を踏まえても、被告人に対しては、主文の刑に処し、犯した罪と向き
合わせ、責任の重さを自覚させるのが相当である。」と判示し、X を懲役 5
年以上 9 年以下に処した。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 48】 最高裁判所平成 27 年 4 月 15 日第三小法廷決定7）
【事実の概要】
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　X は、柔道整復師の資格を有し予備校理事長の職にあった者である。X は、
平成 25 年 12 月 30 日午後 4 時頃から午後 5 時 15 分頃までの間、予備校 2 階
にある接骨院内において、予備校生徒 A( 当時 18 歳 ) が X の学習指導を受
ける立場で抗拒不能状態にあることに乗じ、施術を装い A の胸をもみ、膣
内に指を挿入した。
【判旨】
　原決定を取り消す。原々決定に対する抗告を棄却する。
【研究】
1. 本事案は、児童期性的虐待である準強制わいせつ被告事件 ( 福井地方裁判
所平成 26 年（わ）第 355 号 ) において X の保釈を許可した福井地裁平成 27
年 3 月 27 日刑事部決定8）に対する抗告審名古屋高裁金沢支部平成 27 年 4 月
1 日第 2 部決定9）に対する特別抗告審である。
　事実の概要に記した教師による生徒への児童期性的虐待に関する裁判所の
判断は、判決文へのアクセスが出来ず確認し得ない ( 福井地裁平成 26 年（わ）
第 355 号 )。　
2. 裁判所は、「刑訴法 411 条 1 号を準用して原決定を取り消し、同法 434 条、
426 条 2 項により更に裁判すると、本件については保釈を許可した原々決定
に誤りがあるとはいえないから、それに対する抗告は、同条 1 項により棄却
を免れ」ないと判示し、原決定を取り消し、原々決定に対する抗告を棄却した。
【判例 49】 千葉地裁平成 27 年 4 月 27 日刑事第 5 部判決10）
【事実の概要】
　X(52 歳 ) は、平成 25 年 10 月 2 日午後 5 時 34 分頃、自宅にいた知人の子
A( 当時 7 歳 ) に対し、電話で「お菓子を買ってあげるからおいで。」等と甘
言を用いて誘い出し、市原市内の駐車場において、自己が運転する普通乗用
自動車に A を乗車させ、自宅まで連れ去り、A の下着内に性的玩具を差し
入れ陰部に押し当てて弄んだ。X は、その後さらに、自己が運転する普通乗
用自動車に A を乗車させ、同市内の山林内まで自車を疾走させる間、車内
において、A の下着内に手指を差入れてその陰部を弄んだ後、山林内に駐車
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した自車内で A の陰部に自己の陰茎を押し付け姦淫しようとしたが、A の
性器が未熟で陰茎を挿入できず、A の肛門に自己の陰茎を押し付けた。X は、
同日午後 11 時 20 分頃、市原市内の路上で A を解放した。
　A は、加療約 9 日間を要する両側頸部及び左肩の擦過傷、全治約 5 日間
を要する外陰部及び肛門周囲の炎症、発赤等の傷害を負った。
　X は、平成 26 年 6 月 17 日午前 7 時 14 分頃、市原市内の路上を自転車で
通りかかった通学途中の B( 当時 13 歳 ) を両腕で抱え上げて自転車から降ろ
し、付近に駐車中の普通乗用自動車内に押し込み、B の両手首・両足首を結
束バンドで縛り、B の顔面や腹部を拳骨で殴り、頬に電工用ナイフの刃部分
を押し当てながら「騒ぐと殺すぞ。」等と脅迫した。
　X は、付近を通りかかった車両の運転手に目撃された。B は、身の危険を
感じ普通乗用自動車の助手席側スライドドアから路上に転がり出て逃げ、加
療約 1 週間を要する両前腕打撲・擦過傷、両下腿打撲・擦過傷、顔面打撲等
の傷害を負った。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し X をわいせつ誘拐罪、監禁罪、強姦致傷罪、
わいせつ略取未遂罪及び傷害罪の他覚せい剤取締法違反、公務執行妨害罪及
び器物損壊罪で懲役 14 年 ( 求刑懲役 20 年 ) に処し、覚せい剤 4 袋を没収した。
【研究】
1. 本事案は、知人の子 A( 当時 7 歳 ) 及び自転車で登校中の B( 当時 13 歳 ) に
対する児童期性的虐待のケースである。
　A に対する強姦致傷行為の態様は、A の性器が未熟で陰茎を挿入できず
肛門に自己の陰茎を押し付けたのみならず、量刑理由によると嫌がる A の
口をこじ開けて口淫させている。
　B に対するわいせつ略取未遂及び傷害の態様は、人気のない林道において
普通乗用自動車内に押し込み、B の両手首・両足首を結束バンドで縛ってか
ら顔面や腹部を拳骨で殴り、頬に電工用ナイフの刃部分を押し当てながら「騒
ぐと殺すぞ。」等と脅迫したものである。B は、押し込められた自動車の発
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進直前に助手席側スライドドアから路上に転がり出て逃げ被害を最小限に留
めることができた。
　X の B に対するわいせつ略取行為が未遂に留まったのは、付近を通りか
かった車両の運転手の目撃という偶然と、車から脱出した B の追跡を X が
諦めたからに過ぎない。
2.　X は、児童期性的虐待事案の他に覚せい剤所持及び自己使用容疑の取り
調べ中に検察官の面前で、検察官の執務机に接して置かれていた平机を右
手の拳で強く叩いたり、平机脇の事務机を右足で蹴りつけ、さらに、平机
を両手でつかんで検察官に向けて倒す等した行為により公務執行妨害罪及
び器物損壊罪の罪責を問われた。なお、X は、覚せい剤の前科が 3 犯あり、
前刑出所後数か月後に覚せい剤の使用を再開しており、顕著な常習性を有
している。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 50】 長野地裁平成 27 年 5 月 15 日刑事部判決11）
【事実の概要】
　Y(33 歳 ) は、平成 26 年 8 月 15 日午後 10 時 30 分頃、長野市内の歩道上を
自転車で進行中の A( 当時 16 歳 ) に対しすれ違いざまに着衣の上から A の
右乳房を右手でもんだ。
　X(38 歳 ) 及び Y(33 歳 ) は、平成 26 年 8 月 16 日午前 1 時 30 分頃から午前
1 時 50 分頃までの間、長野市内の路上を自転車で通行中の B( 当時 18 歳 ) を
すれ違いざまにタオルで口等を塞いで自転車から引きずりおろし、X の腹の
上に転倒させて路上に押さえつけ、「騒ぐな。静かにしろ。」、「黙らないと刺
すぞ。」等と鋭い口調で言って、B の腕を引っ張り付近遊歩道に連行し、「刺
すぞ。」等と鋭い口調で言った後、Y、X の順で姦淫し、全治約 1 週間を要
する左肩・左上腕打撲傷の傷害を負わせた。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し X 及び Y に集団強姦致傷罪、Y には更に強
制わいせつ罪を適用し、X を懲役 12 年 ( 求刑懲役 13 年 )、Y を懲役 10 年 ( 求
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刑懲役 12 年 ) に処した。なお、X は、C( 当時 20 歳 ) に対する強制わいせつ
未遂罪の罪責にも問われている。
【研究】
1. 本事案は、自転車で通行中の A( 当時 16 歳 ) 及び B( 当時 18 歳 ) に対する
児童期性的虐待のケースである。
　集団強姦致傷の行為態様の詳細は、量刑理由によると以下の通りである。
　X 及び Y 両名は、人気のない場所で通行中の女性に対し強姦の意図をもっ
て自動車に乗車して物陰に隠れて待ち伏せをしていた。Y は、X に対し、長
野の女性は被害届を出さないから捕まらないとか自分もレイプをしたことが
あるが捕まらなかった等と言った。平成 26 年 8 月 16 日午前 1 時 30 分頃、
X は、自転車で通行中の B を見つけた。土地勘のない X は、B が通りすぎ
た後、B を追いかけるように Y の誘導で車を走らせ先回りして B を待ち伏
せた。X 及び Y 両名は、すれ違いざまにタオルで B の口等を塞いで自転車
から引きずりおろし、X の腹の上に転倒させて路上に押さえつけ、「騒ぐな。
静かにしろ。」、「黙らないと刺すぞ。」等と鋭い口調で言って、B の腕を引っ
張り付近遊歩道に連行した。その際、Y は、電柱にしがみついて連行されま
いとする B の腕を電柱から引きはがして連行を容易にした。両名は、「刺す
ぞ。」等と鋭い口調で言った後、かわるがわる B に口淫を強いたり陰部をも
てあそんだりしてから Y、X の順で姦淫した。両名は、姦淫後証拠隠滅のた
め B の陰部をボディソープで洗った。
2. X 及び Y 両名には、以下の累犯前科がある。
　X は、（1）平成 17 年 8 月 29 日さいたま地裁で強姦罪により懲役 6 年に処
せられ、平成 23 年 4 月 20 日刑の執行が終了した、（2）同年 10 月 13 日さい
たま地裁で傷害罪により懲役 2 年 6 月に処せられ、平成 26 年 2 月 21 日刑の
執行が終了した。
　Y は、平成 25 年 5 月 10 日長野簡裁で窃盗罪により懲役 1 年に処せられ、
平成 26 年 4 月 19 日刑の執行が終了した。
　裁判所は、X が最終刑の執行終了後約 6 か月、Y が 4 か月で本件各犯行に
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及んだ点も量刑判断で考慮する。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 51】 函館地裁平成 27 年 5 月 18 日刑事部判決12）
【事実の概要】
　X は、平成 25 年 7 月 13 日午後 10 時 45 分頃、北海道亀田郡内の歩道を自
転車で走行中の A( 当時 16 歳 ) に対し、いきなり右手で着衣の上から A の
乳房を触るとともに、手で A の腕をつかんで引っ張り A を自転車もろとも
路上に転倒させた後、わいせつな行為をした。
　Aは、加療約2週間を要する頸椎捻挫、肘及び右膝擦過傷等の傷害を負った。
　X は、平成 26 年 10 月 10 日午後 9 時 45 分頃、北海道亀田郡内の歩道を自
転車で走行中の B( 当時 18 歳 ) に対し、いきなり手で B の口を塞いで B を自
転車もろとも路上に転倒させた。その際、B が大声をあげたため、X は、わ
いせつ行為に至らなかった。
　Bは、加療約2週間を要する頸椎捻挫左大腿部・下腿部打撲の傷害を負った。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し X を強制わいせつ致傷罪及び強制わいせつ
未遂罪で懲役 4 年 ( 求刑懲役 5 年 ) に処した。なお、本事案で X は、A、B
の他に C( 当時 22 歳 ) に対する強制わいせつ未遂罪の刑事責任も問われてい
る。
【研究】
1. 本事案は、自転車で走行中の A( 当時 16 歳 ) 及び B( 当時 18 歳 ) に対する
児童期性的虐待のケースである。
　裁判所は、A に対する争点としてわいせつ行為及び暴行行為の態様を、B
に対する争点としてわいせつ目的の有無を挙げ、A 及び B の公判廷供述の
信用性を検討する。
　裁判所は、A が乳房を触られた際の感触等を具体的に述べているとして
わいせつ行為の態様に関する A の供述の信用性を認定する。　
　裁判所は、暴行行為の態様については A の首を絞めたという部分につい
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ては直ちに信用することができないとし、A の首に強い力が加わった限度
で A の供述の信用性を認定する。
　裁判所は、X が人気のない歩道上で B の口を塞いで転倒させ、腰を低く
落として B のリュックサックを引っ張ったという行為態様、犯行場所の状
況及び犯行時刻等から X のわいせつ目的を認定する。
2. X は、平成 25 年 7 月 13 日午後 10 時 45 分頃、A( 当時 16 歳 ) に強制わい
せつ致傷行為、平成 26 年 8 月 8 日午後 9 時 40 分頃、C( 当時 22 歳 ) に強制
わいせつ未遂行為、平成 26 年 10 月 10 日午後 9 時 45 分頃、B( 当時 18 歳 )
に強制わいせつ致傷行為を約 1 年 3 か月の間に反復している。
　裁判所は、量刑判断において A、B 及び C に対する各公判でいずれの事
実についても X が不合理な弁解に終始している点をも踏まえ懲役 4 年に処
した。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 52】 前橋地裁平成 27 年 6 月 5 日刑事第 1 部判決13） 
【事実の概要】
　警察官 X(25 歳 ) は、平成 27 年 1 月 15 日午後 4 時 10 分頃、群馬県北群馬
郡内の駐車場において A( 当時 10 歳 ) に対し「A ちゃんだよね」と声をかけ、
「お父さんが交通事故にあったから、一緒に病院まで来てくれない。」等と虚
言を用い駐車場脇の路上に停車させた自動車に A を乗車させ誘拐しようと
したが、A が乗車を拒否したため未遂に終わった。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し、わいせつ誘拐未遂罪を適用し X を懲役 2
年 6 月執行猶予 5 年 ( 求刑懲役 2 年 6 月 ) に処した。
【研究】
1. 本事案は、駐車場において A( 当時 10 歳 ) をわいせつ目的で誘拐しようと
して未遂に終わった児童期性的虐待のケースである。
　X は、現職警察官であり担当地域内の巡回連絡や警ら活動を行っている中
で A に好意を抱くようになり、自動車に乗せてわいせつな行為をしたいと
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の考えを抱いた。X は、巡回連絡カードを調べて A やその父親の名前を確
認し、A に対し父親の知人を装って自動車に誘い込もうした。
　裁判所は、量刑判断において警察官としての地位を利用して得た個人情報
を悪用し、計画的に犯行に及んだ行為態様は極めて悪質であるとしながらも、
A の拒否で直ちに犯罪遂行意思を放棄した点を評価して懲役 2 年 6 月執行
猶予 5 年に処した。
 2. 現職警察官として巡回連絡カードの情報記載の個人情報を利用しての犯
罪行為は、未遂であっても執行猶予 5 年は軽く実刑判決相当と思慮する。
【判例 53】 奈良地裁葛城支部平成 27 年 6 月 11 日判決14）
【事実の概要】
　X は、平成 25 年 7 月 30 日午後 3 時頃から翌 31 日午後 0 時頃までの間、
兵庫県内で A( 未成年・年齢不明 ) が自己の陰茎を口淫している場面及び自
己と性交している場面を自己のスマートフォンで動画撮影し、その動画デー
タを同スマートフォン本体に内蔵の記憶装置又は同本体に挿入された記録媒
体である SD カードに記録して保存した。
　X は、同年 8 月 1 日頃、奈良県内で上記動画撮影しスマートフォン内の記
憶装置に保存したデータをパーソナルコンピュータに内蔵のハードディスク
に複製して記録して保存し児童ポルノを製造した。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰
及び児童の保護等に関する法律 7 条 3 項、1 項前段、2 条 3 項 1 号を適用し
X を懲役 6 月執行猶予 4 年 ( 求刑懲役 6 月 ) に処した。　
【研究】
1. 本事案は、A( 未成年・年齢不明 ) に対する自己への口淫及び性交等を動
画撮影したデータをスマートフォンの SD カードに保存し、更に、PC のハー
ドディスクに複製して保存した児童ポルノ製造による児童期性的虐待のケー
スである。
　X は、「被害児童の浅慮や自らへの好意に乗じて」当該行為に及んだのち
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児童ポルノを製造した。
　裁判所は、量刑理由において犯行動機について「被告人は、自ら経営する
学習塾の開業資金や高級車を保有していたことなどから多額の負債をかか
え、女性との性交場面等の動画データをインターネット上で公開して経済的
利益を得るという生活を送る中で、自己の性欲を満足させる目的等から本件
犯行に及んだ。( 中略 ) 本件犯行はその性質上模倣性が高いことなどに照ら
すと、この種事案に対しては、一般予防の見地からも厳しく臨む必要がある。
また、被告人の当時の社会的地位等に照らして本件犯行等の行状を考えると、
特別予防の観点も軽視することはできない。」と判示する。
2.  X は、同種事案として平成 26 年 11 月 12 日奈良地裁葛城支部で児童買春、
児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律違反、わいせ
つ電磁的記録記録媒体陳列、奈良県青少年の健全育成に関する条例違反 ( 昭
和 51 年奈良県条例第 13 号 ) の各罪により懲役 2 年 6 月執行猶予 4 年に処せ
られた。
　X は、類似の前刑にも拘らず刑法 25 条 2 項により執行猶予判決に処せら
れた。
　X の A との姦淫行為は、合意に基づくものとして刑事制裁の対象外とさ
れたが、学習塾経営者としての地位利用による姦淫行為に対する刑事制裁と
して執行猶予判決は妥当性を欠如するものである。
【判例 54】 静岡地裁沼津支部平成 27 年 6 月 25 日刑事部判決15）
【事実の概要】
　X(27 歳 ) は、平成 25 年 2 月 28 日午後 7 時頃、沼津市内の堤防道路におい
て A( 当時 17 歳 ) の乗車していた自転車を押し倒して A を堤防下に転落させ、
立ち上がろうとした A を突き飛ばして転倒させた。X は、A の背後から首
に腕を回し、「絞めるぞ。」、「騒ぐな。」等と言って河川敷へ連行し、A の背
中を突き飛ばして転倒させ、馬乗りになり、A の口を手で塞ぎ、「殺された
いのか。」、「騒いだら刺すぞ。」、「脱げ。」等と言って、A の下着等を脱がせ、
乳房や陰部を触り、さらに「なめろ。」等と言って口淫させた後、姦淫した。
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　A は、一連の暴行により全治約 2 週間を要する手背・下腿・大腿擦過傷
及び処女膜裂傷の傷害を負った。
　X は、平成 26 年 5 月 14 日午後 7 時 20 分頃から午後 7 時 44 分頃までの間、
沼津市内の路上を自転車で通行中の B( 当時 15 歳 ) の自転車を押し倒して B
を堤防下に転落させ、B の背後からその口を手で塞ぎ、「声を出すなよ。」等
と言って B を農道まで連行し、「脱げ。」等と言って、下着等を脱がせ、乳
房や陰部を触り、更に、「なめろ。」等と言って B の頭髪をつかんで口淫さ
せた後、姦淫した。
　B は、一連の暴行により全治約 1 週間を要する両膝打撲、擦過傷、皮下出
血の傷害及び処女膜破綻の傷害を負った。
　X は、同日午後 7 時 44 分頃、農道において、B 所有又は管理の現金約
1800 円及び図書カード 8 枚ほか 11 点在中の二つ折り財布 1 個 ( 時価合計約
1 万 6070 円相当 ) を窃取した。
　なお、X は、C( 当時 27 歳 ) に対し暴行により加療約 10 日間を要する顔面
打撲及び腰背部打撲の傷害を負わせた。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し傷害罪 1 件、強姦致傷罪 2 件及び窃盗罪 2 件
で X を懲役 13 年 ( 求刑懲役 16 年 ) に処した。
【研究】
　本事案は、堤防道路を自転車で走行中の A( 当時 17 歳 ) 及び B( 当時 15 歳 )
を自転車毎押し倒して堤防下に転落させた後、強姦した児童期性的虐待の
ケースである。
　行為態様は、略同様で堤防道路を自転車で走行中の A 及び B を自転車毎
押し倒して堤防下に転落させた後、性経験のない高校生の乳房や陰部を触り、
口淫させ、妊娠の危険を理解しながら膣内に射精し、全治約 1 週間ないし 2
週間を要する手背・下腿・大腿擦過傷等及び処女膜裂傷の傷害を負わせたも
のである。
　裁判所の判断は、妥当である。
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【判例 55】 名古屋地裁平成 27 年 7 月 1 日刑事第 3 部判決16）
【事実の概要】
　高校教師 X(48 歳 ) は、平成 26 年 11 月 30 日午後 2 時 9 分頃から午後 4 時
31 分頃までの間、名古屋市内のホテにおいて A( 当時 11 歳 ) の陰部に自己
の陰茎を押し当て性交しようとしたが、自己の陰茎を挿入することができな
かった。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し強姦未遂罪を適用し X を懲役 3 年執行猶予 5
年 ( 求刑懲役 3 年 ) に処した。
【研究】
　本事案は、高校教師による金銭の支払をちらつかせて性的行為の相手をさ
せ、執ように姦淫を試みたが未遂に終わり、一連の様子をビデオカメラで撮
影した児童期性的虐待のケースである。
　裁判所は、強姦未遂罪について判断すると共に、量刑理由において、X に
よる A の姦淫行為のビデオカメラでの撮影行為に言及する。
　かかる行為は、通常児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の
保護等に関する法律に問議されるが、本事案では検察官による公訴提起がな
されなかったものと思慮する。
　ビデオカメラでの撮影行為は、被害児のプライバシーや性的自己決定権の
侵害という視点からは重大な法益侵害を内包するものであり、裁判所は訴訟
指揮でこの点の確認をなすべきである。
【判例 56】 名古屋高裁金沢支部平成 27 年 7 月 21 日第 2 部判決17）
【事実の概要】
　中学校教諭 X は、学級担任でありかつ所属する部の顧問として教え子
A( 当時 15 歳 ) の左頬を右手のひらで 1 回殴打したほか A に性交類似行
為に応じさせた .。X は、学級担任でありクラブ顧問である自分に強く抵
抗できない A の心理状態に乗じ、その地位を利用して、拒絶しようとす
る A に、「俺は先生でおまえは生徒やぞ！」等のメールを送信し、1 年半
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以上にわたり A の肛門に自己の陰茎を挿入する性交類似行為を繰り返し
た。
【判旨】
　裁判所は、児童福祉法 34 条 1 項 6 号及び暴行罪を適用して X を懲役 4　
年に処した原審金沢地裁平成 27 年 3 月 6 日判決を支持し、量刑不当を理由
とする控訴を棄却した。
【研究】
1. 本事案は、教師の地位を利用した生徒 A( 当時 15 歳 ) への 1 年半に及ぶ児
童期性的虐待のケースである。
　行為態様は、A の肛門に自己の陰茎を挿入する行為であり、行為時の法
的評価としては性交類似行為として児童福祉法 34 条 1 項 6 号の構成要件に
該当する。X の行為は、現行法の下では刑法 177 条強制性交等罪の構成要件
に該当する。
　本事案は、教師である X の被害者 A への「俺は先生でおまえは生徒やぞ！」
等のメール送信がなされ、支配・被支配関係が実行行為の容易性を担保する
児童期性的虐待である。
　刑法第 179 条監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪は、行為主体を「現に
監護する者」に限定する。支配・被支配という従属関係が、一定の児童期性
的虐待を惹起していることに配意するのであれば、本事案のような教師と生
徒との関係性の場合も考慮し、主体の範囲を拡張する必要がある。
2. 児童期性的虐待の被害者への対応として、本事案は刑事制裁の他に被告人
が教諭をしていた中学校を管理・運営していた地方公共団体が被害児童に賠
償金を支払い、事後に被告人に対し求償権を行使する予定であるという。地
方公共団体が、管理者責任を明確にして対応していることは評価される。
　量刑不当とする控訴を棄却した裁判所の判断は、妥当である。
【判例 57】 大阪地裁平成 27 年 10 月 16 日第 1 刑事部18）
【事実の概要】
　養父 X(65 歳 ) は、平成 20 年 7 月上旬頃、大阪市内の自宅で同居している
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養女 A( 当時 14 歳 ) が廊下にいた時その背後から両腕で A の身体に抱き付き、
両手で衣服の上から両乳房をつかんで揉んだ。
　X(61 歳 ) は、平成 16 年 11 月 21 日頃、大阪市内の自宅で同居している養
女 A( 当時 11 歳 ) の肩等をつかんであお向けに押し倒し、無理やり衣服をは
ぎ取り、姦淫した。
　X は、平成 20 年 4 月 14 日頃、大阪市内の自宅で同居している養女 A( 当
時 14 歳 ) が強姦行為やその後繰り返し行った虐待行為等により X を極度に
畏怖しているのに乗じ姦淫した。
　確定審第一審大阪地裁平成 21 年 5 月 15 日第 7 刑事部は、A の捜査段階
及び公判廷での供述が目撃証人である高校生の兄 B の目撃供述と一致して
いるとして信用性を肯定し、X を懲役 12 年 ( 求刑懲役 13 年 ) に処した。19）
　確定審控訴審大阪高裁平成 22 年 7 月 21 日第 2 刑事部は、X の控訴を棄却
した。20）
　確定審上告審最高裁平成 23 年 4 月 21 日第三小法廷決定は、X の上告を棄
却した。21）
　再審請求審大阪地裁平成 27 年 1 月 14 日第 3 刑事部は、「検察官は、弁護
人に対し、本件について捜査機関が保管する一切の証拠の一覧表 ( 証拠書類
については標目、作成年月日及び作成者 ( 供述録取書にあっては供述者 ) の
氏名の一覧を、証拠物については品名の一覧を、それぞれ記載した書面をい
う。) を、平成 27 年 1 月 31 日までに、交付せよ。」と判示する。裁判所は、
訴訟指揮権に基づき捜査機関の保管する一切の証拠一覧表の交付を命じる決
定をした。22） 
　大阪地裁平成 27 年 2 月 27 日第 3 刑事部は、確定審における A 及び B の
供述は虚偽であるとの A 及び B の新供述、再審請求審において検察官から
提出された本件カルテには「処女膜は破れていない」との記載等に基づき確
定判決が有罪認定の根拠とした両名の各尋問調書及び各検察官調書の内容を
全面的に否定する内容であり、信用性を突き崩すものであるから無罪を言い
渡すべき明らかな証拠といえるとし、「刑事訴訟法 448 条 1 項により本件に
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ついて再審を開始し、同条 2 項を適用して請求人に対する刑の執行を停止す
る」との決定をした。23） 
【判旨】
　裁判所は、「A 及び B の各旧供述は、その核心部分が重要な客観的事実と
大きく矛盾している上、A 及び B 自身が各旧供述は虚偽であり、被告人に
よる強姦等の事実はなかった旨の各新供述をするに至っており、各新供述に
は信用性が十分に認められる。加えて、各旧供述の内容自体にも不自然不合
理な点を指摘できることからすると、両名の各旧供述が信用できないことは
明らかである。」と判示し、「本件各公訴事実については、犯罪の証明がない」
として、刑事訴訟法 336 条により X に無罪を言渡した。
【研究】
1. 裁判所は、平成 16 年 11 月 21 日頃及び平成 20 年 4 月 14 日頃、X に姦淫
されたという A の旧供述及び目撃したという兄 B の旧供述は、再審請求後
に検察官の補充捜査結果を受けて証拠請求された平成 20 年 8 月 29 日、A が
H 産婦人科医院を受診し、「処女膜は破れていない」と記載されたカルテに
より、「両名の各旧供述全体の信用性に疑義を生じさせるものである。」と判
示する。
2. 裁判所は、再審請求審大阪地裁平成 27 年 2 月 27 日第 3 刑事部での A 及
び B の証人尋問 ( 新供述 ) を検討する。
　A は、旧供述の経緯について「被告人からお尻を触られる旨大伯母であ
る C に話したところ、それを伝え聞いた実母である D 及びその夫である E
から他にも何かされたのではないかと何日間も深夜に及んで問い詰められた
ため、最後には、胸を揉まれたと認めた、その後、強姦についても「やられ
たやろう。」と執拗に問い詰められ、否定することができなかった。強姦等
の被害状況については D から見せられた動画等をもとに、D に言われるが
ままに供述した。産婦人科に三度連れて行かれ、診察を受けさせられた。取
調べでは D が怖くて虚偽であることを打ち明けられなかった。」と供述する。
　裁判所は、強姦等の被害状況に関する A の旧供述には実母「D らによる
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誘導等に基づく部分が少なからずあったと疑われる。」と判示する。
　A の新供述は、実母等による誘導の状況が語られ、確定審での虚偽供述
の形成過程が如実に示されている。
3. 裁判所は、A 及び B の真実を述べるに至った経緯について「A は、確定
審の一審判決が言い渡された後に、確定審での供述は虚偽であった旨を D
や E らに述べたが、話合いの結果，偽証罪に問われるおそれがあることや、
確定審で証言等をした人に迷惑がかかるなどの理由から真実は伏せておくこ
とになり、その後、D や E と疎遠になり、かつ、C から促されたため真実
を述べることにした旨供述する。また、B も、前記話し合いの結果、真実は
伏せておくことになったが、その後、A が弁護人に真実を話した旨の連絡
を受け、自分も真実を話そうと思った旨供述する。A 及び B の前記各供述
は、各人が真実を述べるに至った経緯について合理的に説明するものである。 
( 中略 )　 A は、平成 22 年 8 月 2 日、K 病院精神科神経科を受診しているが、
同病院の診療録 ( 当審甲 6) には、A の陳述として、確定審の一審判決があっ
た頃から、A が性的虐待はされていないと言い出していた旨が記載されて
おり、前記各供述を裏付けている。」と判示する。
　裁判所は、A 及び B の各新供述の信用性を肯定し、両名の各旧供述の信
用性を否定する。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 58】 岡山地裁平成 27 年 10 月 28 日第 2 刑事部判決24）
【事実の概要】
　X(49 歳 ) は、平成 26 年 7 月 14 日午後 4 時 40 分頃、倉敷市内の路上で
A( 当時 11 歳 ) にカッターナイフを突き付け「大声出したら殺すぞ。」と言っ
て、付近に駐車していた自己の自動車の後部座席に A を押し込んだ。X は、
A の両腕を後ろ手にして両手首に足錠を掛け、A を座席上に両足の靴を脱
がせて横倒しにして自車を発進させ、午後 5 時 20 分頃まで岡山市内の X 宅
敷地内まで走行した。X は、午後 4 時 50 分頃、A 所有の携帯電話機 1 台を
用水路内に投棄した。
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　X は、用意した覆面を A の頭部にかぶせてから自宅建物に連れ込み、
同月 19 日午後 10 時 21 分頃までの間、自宅の和室において A の左手と
同和室内に設置された I 字型手すりに足錠を掛けてつないだり、A を自
宅洋間に連れ込み、外部から洋間のドアの鍵を掛け、A が X 宅から脱出
できない状態にした。A は、加療期間不明の心的外傷後ストレス障害を
負った。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定しわいせつ略取罪、逮捕監禁致傷罪、器物損壊
罪等を適用し X を懲役 6 年 6 月 ( 求刑懲役 10 年 ) に処した。
【研究】
1. 本事案は、11 歳の少女をわいせつ目的で誘拐した児童期性的虐待のケー
スである。
　本事案の争点は、わいせつ目的の有無及び犯行の計画性である。
　裁判所は、X のわいせつ目的について X の PC 内に作成保存されていた 3
つの文章に基づき認定する。X は、「少女を自分のものとして飼育し、性行
為の対象とすること、自分への信頼、依存を得るため、少女が助かるために
は自分を頼るしか方法がない旨告げて少女に自分が味方であると信じ込ませ
る」との文書を記載する。
　裁判所は、X の計画性について自宅の増改築及び A の所在確認の 2 点を
認定する。
　X は、自宅の増改築として 716 万円をかけて自宅洋室、和室及びトイレの
各ドアに廊下側から掛けられる施錠設備を取り付けさせ、ダイニングキッチ
ンの西側半分を別室とし、北側に拡張し防音効果が高く窓のない部屋を増築
した。
　X は、A の所在確認として平成 26 年 2 月または 3 月頃、A を見掛け A 方
周辺を複数回訪れ、同年 5 月末頃若しくは 6 月上旬頃に A をビデオカメラ
で撮影し、A 方の所在する地域名、地番並びに A の通う小学校やその行事
等を検索していた。
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2. 裁判所は、犯行態様について A にカッターナイフを示し、臓器売買組織
の関係者であり仲間がいると述べて IC レコーダーを示し、足錠、覆面、布
団及び洋間も犯行実現のために効果的に使用されていることから脅迫態様や
物品等の使用方法についてあらかじめ準備がなされていたと推認し、計画性
を認定する。
　なお、裁判所は、量刑理由において「一般情状についてみると、被告人は、
家族の助力も得て、被害者及びその家族との間で損害賠償として多額の金銭
を支払った上で示談をし、上記の被害結果の重大性を考慮しても、相当程度
の賠償がなされたものと認められる。」と判示する。
　裁判所の判断は、妥当である。
【判例 59】 広島地裁平成 27 年 12 月 7 日刑事第 1 部判決25）
【事実の概要】
　X は、平成 26 年 5 月 6 日、神戸市内のホテルで A( 当時 13 歳 ) に自己の
陰茎を口淫させた後、A の乳房を露出した姿態及び自己の陰茎を触らせる
姿態を自己の使用するカメラ機能付き携帯電話機で撮影し、その画像データ
を自己の携帯電話機内蔵の電磁的記録媒体に記録し児童ポルノを製造した。
　X は、平成 26 年 11 月 16 日午前 10 時過ぎ頃、広島市内の路上において、
B( 当時 16 歳 ) に対し B の陰部等が撮影された画像を示しながら、「これ流
したらやばいよね。流したら犯罪だから。」等と言いながら、要求に応じな
ければ画像をインターネット等に流出させると脅迫した。X は、同日午前
10 時 23 分頃から午前 11 時 50 分頃までの間、広島市内のホテル客室で自己
の陰茎を B に口淫させた後、B を全裸にした。
　X は、平成 26 年 12 月 7 日午前 10 時 22 分頃から午後 3 時 10 分頃までの間、
広島市内のホテル客室で B に対し、「俺が捕まっても遠隔でネットに流すこ
とができる。俺は友達と一緒にやってるから、画像は消せない。」等と言って、
B を姦淫した。X は、同日午前 11 時 19 分頃、B の使用する携帯電話機に「ア
ンドロイドアナライザー」及び「アンドロイドロスト」と称し、いずれもイ
ンターネット回線を通じて携帯電話機の通話履歴及びショートメッセージ
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サービス履歴の取得等の指令を与えるプログラムを B にその機能を秘して
蔵置し、そのプログラムが実行可能な設定を行った。X は、電子計算機を使
用する際に B の意図に反する動作をさせる不正な指令を与える電磁的記録
を作成した。
　X は、その後、同月 28 日午後 1 時 49 分頃までの間、3 回にわたり設定し
た電磁的記録を利用し、B の携帯電話機の通話履歴及びショートメッセージ
サービス履歴を自己の用に供した。
　X は、平成 26 年 12 月 28 日午前 10 時 22 分頃から午後 5 時 14 分頃までの間、
前回と同じホテルの客室で通学先の学校の体操服を着用させた B の容姿を
撮影した後、「学校にばれたらまずいよね。」等と言ってから B を姦淫した。
【判旨】
　裁判所は、公訴事実を認定し強制わいせつ罪、強姦罪、不正指令電磁的記
録供用罪、青少年愛護条例 ( 兵庫県 ) 及び児童買春、児童ポルノに係る行為
等の処罰及び児童の保護等に関する法律を適用し X を懲役 7 年 ( 求刑懲役 8
年 ) に処した。
【研究】
1. 本事案は、A( 当時 13 歳 ) 及び B( 当時 16 歳 ) 両名に対する児童期性的虐
待のケースである。
　X の児童期性的虐待事実の顕在化の端緒は、B の被害届により捜査が開始
されたのか判決文からは不分明である。公訴事実記載事実は、平成 27 年 3
月 9 日付作成の B に対する平成 26 年 11 月 16 日の強制わいせつ行為及び平
成 26 年 12 月 28 日の強姦行為である。その後、平成 27 年 3 月 27 日付作成
の X の不正指令電磁的記録供用行為及び平成 27 年 5 月 29 日付作成の B に
対する平成 26 年 12 月 7 日の強姦行為が顕在化する。更に、取調べの中で、
平成 27 年 6 月 29 日付作成の A に対する平成 26 年 5 月 6 日の強制わいせつ
行為と A を被写体とする児童ポルノ作成行為が顕在化する。
　X の所持する携帯電話機の解析は、A に対するわいせつ行為、児童ポル
ノ作成行為及び B に対する強姦行為の端緒となった B の陰部の画像の存在
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を証明する。X は、何らかの契機から B に関心を寄せ「B の承諾を得るこ
となく撮影していた B の陰部等の画像」を盗撮等の方法で入手し、B に接
近している。
2. 裁判所は、量刑理由において、平成 26 年 12 月 28 日、X は B とホテルの
一室で 7 時間弱過ごし姦淫行為の際に「避妊の措置を採らず膣内に射精」し
たことと、「B の私生活をのぞき見して監視するために判示第 6 の不正指令
電磁的記録供用の各犯行に及んだことを考えると、B に対する性的な執着は
尋常ではなく、その非難の程度は高い。」と判示する。　
　裁判所の判断は、妥当である。
Ⅱ - ⅲ -a. 小括
1. 児童期性的虐待行為の一態様である強姦罪は、平成 28 年改正により強制
性交等罪となった。従前の性犯罪の構成要件は、強姦罪では女性器への男性
器挿入行為が要件とされ、口淫行為は強制わいせつ罪として振り分けられ、
侵害行為として軽重の差を前提としていた。
　然しながら、女性の性的自己決定権との視点からは、侵害行為に軽重の差
はなく改正法はこの点を同一に解し、強制性交等罪として構成要件を規定し
たのである。26）
　平成 28 年改正により新設された第 179 条監護者わいせつ及び監護者性交
等罪は、監護者による児童期性的虐待を刑事制裁の対象として規定したもの
である。【判例 25】大分地裁平成 25 年 6 月 4 日刑事部判決は、養父による
児童期性的虐待であり、改正法第 179 条の監護者性交等罪に該当する事案で
ある。
　なお、第 179 条は、監護者という地位による影響力行使の下での性的自己
決定権侵害を刑事制裁の対象とするが、監護者に限定するゆえに他の「地位
及び身分関係による影響力行使」利用を刑事制裁の対象外とする。本稿で考
察した 13 判例は、保育士、中高大学の教師・担任・運動部顧問、監督及び
学習塾教師等による児童期性的虐待の事案である。27）
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　刑法第 179 条監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪は、行為主体を「現に
監護者する者」に限定する。支配・被支配という従属関係が、一定の児童期
性的虐待を惹起していることに配意するのであれば考察した事案のような教
師と生徒との関係性をも考慮し、主体の範囲を拡張する必要がある。
2. 加害者は、自己の児童期性的虐待を正当化するため被害者に対し一方的非
難をすることがある。かかる非難は、【判例 30】仙台地裁平成 25 年 9 月 20
日第 1 刑事部判決で検討したように被害者に深刻なダメージを与える。
　特に、被害者のダメージは、加害者が児童期性的虐待の事実を否認したり、
和姦だと主張する事案では顕著である。28）
3. 刑法第 179 条は、客体を「18 歳未満の者」とし、主体を「その者を現に
監護する者」とし、影響力を行使してのわいせつ行為及び性交等を刑事制裁
の対象とする。児童虐待の防止等に関する法律第 2 条は、主体を「保護者（親
権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護するものをいう）」
とし、客体を「その監護する児童（18 歳に満たない者をいう）」と定義する。
　児童期性的虐待は、現行法上主体が限定され犯罪の実態を考慮するとき非
常に狭量である。
　児童期性的虐待の加害者・被害者の関係別割合は、主体が父親等家庭内の
割合が 11.47%、教師・保育士等 21.31%、知人 13.11% であり、何らかの関係
性のある者は 44.27% に上り、全くの見知らぬ第三者 55.73% である ( 巻末資
料Ⅱ「児童期性的虐待における加害者・被害者の関係別人員及び被虐待児の
年齢一覧表」。)
　児童期性的虐待の被害者の年齢分布は、15 歳から 17 歳が第一のピークで
50.45% であり、11 歳から 13 歳が第二のピークで 21.10% である。また、保
育士による受託児への児童期性的虐待も看過できない。
4. 刑法犯の起訴率は、平成 28 年度 38.2％である。29）刑事裁判の有罪率は、平
成 28 年度 99.96% で非常に高率である。30） 
　本稿で考察した児童虐待判例は、身体的虐待 55 判例、ネグレクト 16 判例
及び児童期性的虐待 59 判例計 130 判例である。
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　考察した身体的虐待 2 判例 (3.63%)、ネグレクト 1 判例 (6.25%) 及び児童期
性的虐待 9 判例 (15.25%) 計 12 判例 (9.30%) は、有罪率 99.96%、無罪率 0.0389%
の現況の中で無罪判決が確定している。
　児童期性的虐待の無罪率は、児童虐待の態様別類型の中で顕著な高率を示
している。31） 
　無罪判決の被害者・加害者関係性は、実父 1 判例【判例 39】、養父 3 判例 
【判例 2】、【判例 46】、【判例 57】、第三者 3 判例【判例 18】、【判例 37】、【判
例 40】、教師 2 判例【判例 34】、【判例 44】である。
5. 児童期性的虐待事案は、密室空間での性的加害行為であり加害者のコント
ロールにより被害児自身が告発することが困難であることが特徴であり、顕
在化の困難な児童虐待類型である。
　加害事実の立証は、多くの事例で被害児の供述に依拠し、供述の信用性が
争点となる。
　【判例 2】福岡高裁那覇支部平成 24 年 2 月 21 日刑事部判決は、被害児の
供述の信用性の判断基準として、「供述の信用性判断は、客観的な事実との
整合性、供述内容の具体性・合理性、供述の変遷の有無及びその理由等を基
本要素とし、これらに問題がない場合に虚偽供述の動機の有無を検討すべき
である。他方で、供述の信用性判断の基本要素に問題がある場合に、虚偽供
述の動機が見当たらないことを理由として供述の信用性を肯定すべきではな
い。むしろ、供述の信用性判断の基本要素に問題がある場合には、その供述
が事実に反することを疑うべきである。」と判示する。32） 
　【判例 46】 仙台高裁平成 27 年 3 月 10 日第 1 刑事部判決は、「養女の原審
証言と矛盾する元妻の原審証言が存在することからみて、養女が元妻の意向
を忖度して事実と異なる証言をした可能性を完全には否定できないというべ
きであるから、養女の原審証言の信用性には、疑いを差し挟む余地があると
いわざるを得ない。」と判示し、母親への被害児の忖度を推定する。
　【判例 57】大阪地裁平成 27 年 10 月 16 日刑事第 1 部判決は、確定審第一審
大阪地裁平成 21 年 5 月 15 日第 7 刑事部判決の X を懲役 12 年とする判決が
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最高裁平成 23 年 4 月 21 日第三小法廷決定の上告棄却で確定した後、大阪地
裁平成 27 年 2 月 27 日第 3 刑事部判決の再審開始決定を受けて、確定審の被
害児及び目撃証言の供述は虚偽とする新供述を採用し X に無罪を言渡した。
　裁判所は、確定審における被害児の供述形成過程で母親等の誘導に基づき
虚偽の供述がなされたと判示する。
　裁判所の被害児の供述の信用性判断は、被害児供述の慎重な分析と客観的
事実との整合性に基づき判断されなければならないこと上述【判例 2】福岡
高裁那覇支部平成 24 年 2 月 21 日刑事部判決の判示する通りである。　
　児童期性的虐待事案の痴漢冤罪の検討に先立ち、痴漢冤罪の先例を検討する。
　最高裁平成 21 年 4 月 14 日第三小法廷判決は、痴漢冤罪事例の上告審判断
として重要な判例である。33） 
　最高裁は、「被告人は、捜査段階から一貫して犯行を否認しており、本件
公訴事実を基礎付ける証拠としては、A の供述があるのみであって、物的
証拠等の客観的証拠は存しない ( 被告人の手指に付着していた繊維の鑑定が
行われたが、A の下着に由来するものであるかどうかは不明であった。)。
被告人は、本件当時 60 歳であったが、前科、前歴はなく、この種の犯行を
行うような性向をうかがわせる事情も記録上は見当たらない。したがって、
A の供述の信用性判断は特に慎重に行う必要があるのであるが、（1）A が
述べる痴漢被害は、相当に執ようかつ強度なものであるにもかかわらず、A
は、車内で積極的な回避行動を執っていないこと、（2）そのことと前記 2（2）
の A のした被告人に対する積極的な糾弾行為とは必ずしもそぐわないよう
に思われること、また、（3）A が、成城学園前駅でいったん下車しながら、
車両を替えることなく、再び被告人のそばに乗車しているのは不自然である
こと（原判決も「いささか不自然」とは述べている。）などを勘案すると、
同駅までに A が受けたという痴漢被害に関する供述の信用性にはなお疑い
をいれる余地がある。そうすると、その後に A が受けたという公訴事実記
載の痴漢被害に関する供述の信用性についても疑いをいれる余地があること
は否定し難いのであって、A の供述の信用性を全面的に肯定した第 1 審判
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決及び原判決の判断は、必要とされる慎重さを欠くものというべきであり、
これを是認することができない。被告人が公訴事実記載の犯行を行ったと断
定するについては、かつなお合理的な疑いが残るというべきである。」と判
示する。34） 
　本稿で検討した児童期性的虐待事案の冤罪事案は、【判例 37】東京高裁平
成 26 年 7 月 15 日第 4 刑事部判決及び【判例 40】東京高裁平成 26 年 9 月 18
日第 4 刑事部判決の 2 ケースである。
　【判例 37】では、被害直後の事情聴取を DVD 等に録画し、被害者の記憶
の減退・曖昧化を回避する方策により被害者の供述の信用性を担保し得たも
のと思慮する。【判例 40】は、被害者の公判供述を論理則・経験則に照合し
て精査することの重要性を指摘する。
 
Ⅲ．児童虐待防止への方策
1. 本稿は、現実に生起した児童虐待事案についてその発生の機序を究明する
企図で裁判事例を考察の対象とした。
　児童虐待研究は、児童虐待発生を未然に防止することが究極の目的である。
以下、児童虐待の行為類型毎に防止の方策を検討する。
　身体的虐待の防止策としては、時宜を得た画像撮影が重要であり、特に死
亡事案では死亡時画像診断 Ai.(Autopsy imaging) の有効性が指摘されてい
る。35） 
　死亡時画像病理診断 (Autopsy imaging = Ai) は、死後画像 (Postmortem 
Imaging = PMI) と剖検情報を組み合わせ、死因究明等に役立てる検査手法
である。Ai 情報は、遺族や社会の知る権利を満たし、死因情報開示に対する
社会的要請に応えるため、原則として遺族や社会に開示されるべきである。36） 
　日本医師会は、「死亡時画像病理診断 (Ai=Autopsy imaging) 活用に関する
検討委員会」を立上げ Ai の活用を検討する。同検討委員会は、平成 20 年 3 
月中間報告で「昨今、社会的な問題として幼児の虐待が取り沙汰されている。
虐待における死亡の場合、外傷があれば虐待を疑い司法解剖の手続きを行う
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ことは可能であるが、実際は外因死とわからない場合が多い。これら幼児虐
待死の疑いのある遺体に対する死因究明は社会的課題であり、一層重要と考
えられる。」と指摘する。37） 同委員会は、平成 21 年 3 月第 2 次中間報告にお
いて幼児死亡に対する Ai の施行について「本委員会では幼児死亡に対して
全例Ａｉの施行を提言しているところであり、解剖で発見し難い骨折痕等は
Ai の得意とするところである。全例施行の義務化に向け、医師会を中心に、
関係学会を交えた形での検討が必要である。」と指摘する。38） 
　更に、同委員会は、平成 23 年 7 月報告書で「小児の身体的虐待事例の場合、
加害者の多くはその保護者であり、解剖に同意することは考えにくく、また、
外傷を負った原因について医療従事者に申告することは考えにくい。このた
め、頭蓋内出血や特徴的な骨折像の検出が可能である死亡時画像診断を家庭
内事故も含めた不慮の死亡例に対して行うことは、死因の究明だけでなく虐
待事例の見逃し防止という観点からも有用性が高いと言える。」と Ai の有
用性を指摘する。39） 
　高橋直也新潟大学医学部保健学科教授は、Ai の現状について「死因究明
に対する社会的要求が高まり、死因究明関連法の施行、小児死亡の原因究明、
医療事故調査制度の開始、と Ai は、医療安全、警察関係、法曹関係と広い
範囲で要求されるようになってきました。法医学領域でも Ai が解剖と相補
的な手法として十分認知され、多数の施設に遺体専用の CT・MRI が設置さ
れ、死因究明や身元確認のために Ai が導入されています。」と紹介する。40） 
　厚生労働省は、厚生労働省医政局長名で各都道府県知事に対し、地域にお
ける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す
る法律の一部の施行 ( 医療事故調査制度 ) について「厚生労働省平成 27 年 5
月 8 日 医政発 0508 第 1 号」を発し、医療法第 6 条の 11 「病院等の管理者は、
医療事故が発生した場合には、厚生労働省令で定めるところにより、速やか
にその原因を明らかにするために必要な調査（以下この章において「医療事
故調査」という。) を行わなければならない。」として以下の通知をする。41） 
　厚生労働省令は、医療機関が行う医療事故調査の方法等について「病院等
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の管理者は、医療事故調査を行うに当たっては、以下の調査に関する事項に
ついて、当該医療事故調査を適切に行うために必要な範囲内で選択し、それ
らの事項に関し、当該医療事故の原因を明らかにするために、情報の収集及
び整理を行うことにより行うものとする。」とし、その 1 項目として解剖又
は死亡時画像診断 (Ai) の実施を挙げる。医政発 0508 第 1 号は、別添通知に
おいて「解剖又は死亡時画像診断 (Ai) については解剖又は死亡時画像診断
(Ai) の実施前にどの程度死亡の原因を医学的に判断できているか、遺族の同
意の有無、解剖又は死亡時画像診断 (Ai) の実施により得られると見込まれ
る情報の重要性などを考慮して実施の有無を判断する」と指示する。
　死亡時画像診断 Ai.(Autopsy imaging) の実施の必要性は、上記日本医師会
死亡時画像病理診断 (Ai=Autopsy imaging) 活用に関する検討委員会報告書
や厚生労働省医政発 0508 第 1 号等で累次にわたり指摘されている。
　警視庁捜査 1 課特命捜査対策室は、2018 年 11 月 8 日、12 年前に発生した
生後 11 カ月の乳児が硬膜下血腫などに基づく気管支肺炎で死亡した事案に
ついて事件当時「こたつから落ちた」との養父の説明と当時の状況に矛盾が
ないか複数の専門家と共に検証した。警視庁は、複数の専門家による高さ
40 センチほどのこたつから落ちたとしてもその衝撃から骨折することは考
えづらく、外部から大きな力が加わった可能性が高いとの見解及び当時の司
法解剖で判明していた免疫に関わる臓器「胸腺」の萎縮をも踏まえ、義父を
傷害致死の疑いで逮捕した。42） 
　本事案は、被害児の死亡時点で死亡時画像診断 Ai.(Autopsy imaging) が実
施されていれば身体的虐待事案であることが解明されていたものと思慮する。
　時宜をえた死亡時画像診断 Ai.(Autopsy imaging) の必要性を提言する由縁
である。
2. 本稿で考察したネグレクト 16 事例で顕在化した問題点は、出産ないし育
児をサポートする存在の希薄化である。出産及び育児を女性固有の行為とす
る性差意識が今なお温存され、女性は加重負担を強いられ一人精神的に追い
込まれ結果としてネグレクト行為に至る。
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　出産は、決して Parthenogenesis の結果ではなく、育児を含めてサポート
するパートナーの男性の存在を基本的前提とする。
　熊本市内の慈恵病院は、2007 年に赤ちゃんポストを開設し、約 10 年間で
130 人が預けられ、うち少なくとも 62 人が母子の生命の危険性を伴う「孤
立出産」だった。一方、親の身元が分からない子供が 2017 年 3 月末時点で
26 人おり、子の出自を知る権利との両立をいかに図るかが議論されてきた。
同病院は、ドイツの内密出産制度を参考に安全な出産と子の出自を知る権利
との両立を図っていこうとしている。43） 
　熊本市要保護児童対策地域協議会こうのとりのゆりかご専門部会は、運用
状況を定期的に検証し「内密出産制度が一つの解決策との見解を示し、市は
7 月と 11 月、厚生労働省に法整備の検討を求めていた。慈恵病院の蓮田健
副院長は取材に「自宅出産で母子に危険が伴うケースもあった。改善には内
密出産が有効だ」と話した。」 44） 
　脳科学の知見によれば、被虐待児は愛着形成に困難を来し反応性アタッチ
メント障害 (reactive attachment disorder: RAD) を発症することもあるとい
う。友田明美教授は、「単独の被虐待経験は一時的に感覚野（視覚野や聴覚野 )
の障害を引き起こすが、より多くのタイプの虐待を一度に受けるともっと古
い皮質である大脳辺縁系 ( 海馬や扁桃体など ) に障害を引き起こす。」と指摘
する。45） 
　ネグレクト事案では、単一のネグレクトではなく身体的虐待、心理的虐待
との併存ケースが散見される。複合的虐待事案のサバイバーである被虐待児
は、反応性アタッチメント障害 (RAD) の発症リスクと大脳辺縁系障害の克
服という重篤なハンディキャップを負うことになる。
　社会は、被虐待児の回復支援に取り組む責務を課されている。　
3. 児童期性的虐待は、密室空間で行われ加害者の被害者へのコントロールが
著しく、長期間継続し易い虐待類型であり、被害者自身が自らの身体への侵
襲行為についての理解を欠く類型である。
　児童期性的虐待の防止策は、加害行為の顕在化であり、被害児が加害行為
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は許容されないとの認識を構築することである。
　児童期性的虐待の子どもたちに対する啓発活動は、1985 年に開始され
た森田ゆり氏による CAP(Child Assault Prevention) プログラムがある。 
46）被害児の被害事実の顕在化には、絵本をツールとして自己になされた児
童期性的虐待を認識することも一つの方策である。47）
　被害児の被害事実の告発は、裁判等で供述の信用性が重要な争点となる。
アメリカでは被害児の最初のインタビューは、性的虐待被害証言収集の訓練
を受けた司法看護師 (forensic nurse) が実施している。48）
　近時、わが国でも司法面接について関心が寄せられ研修がなされている。49） 
　検察庁は、児童虐待被害児の負担軽減及び被害児の供述の信用性確保の視
点から近時新たな施策を導入している。50）第 1 は、検察・警察・児童相談所
の連携で 3 者の代表者が被害児の聴取を行うことである。51）第 2 は、検察・
警察・児童相談所間での取得情報の共有強化である。52）
　捜査段階での被害児の聴取の録音録画は、【判例 34】 東京地裁平成 25 年
12 月 20 日刑事第 18 部判決が指摘するように被害児の供述の信用性を担保
するうえでも重要である。
Ⅳ．結語
1. 東京地検は、平成 30 年 3 月 2 日東京都目黒区内でネグレクト及び身体的
虐待を受けて死亡した船戸結愛 (5 歳 ) 事件で、6 月 27 日父親 (33 歳 ) と母親 (26
歳 ) を保護責任者遺棄致死罪で起訴した。53）被害児結愛さんは、父親の実子で
はなく両親には弟 (1 歳 ) がいる。結愛さんは、平成 28 年 12 月及び平成 29
年 3 月の 2 度にわたって香川児童相談所に一時保護され、父親は傷害容疑で
2 度にわたって書類送検さているが不起訴処分となった。父親は、平成 29
年 12 月東京都目黒区内に転居し、香川児童相談所は指導措置を解除し、品
川児童相談所に引継ぎ、同相談所は平成 30 年 2 月 9 日に家庭訪問するが結
愛さんに会えなかった。
　本事件は、被害児結愛さんの残した「ママ　もうパパとママにいわれなく
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ても　しっかりじぶんから　きょうよりか　あしたはもっともっと　できる
ようにするから　もうおねがい　ゆるして　ゆるしてください　おねがいし
ます　ほんとうにもう　おなじことはしません　ゆるして
　きのうまでぜんぜんできてなかったこと　これまでまいにちやってきたこ
とを　なおします　これまでどんだけあほみたいにあそんだか
　あそぶってあほみたいだからやめる　もうぜったいぜったい　やらないか
らね　ぜったい　やくそくします」との手書きのメモが反響を呼び社会的関
心を惹起した。54）
　政府は、平成 30 年 6 月 15 日及び 7 月 20 日児童虐待防止対策に関する関
係閣僚会議を開催し、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」を
公表する。55）同緊急総合対策は、緊急に実施する重点対策と児童虐待防止の
ための総合対策から構成されている。
　緊急に実施する重点対策の骨子は、Ⅰ. 転居した場合の児童相談所間にお
ける情報共有の徹底、Ⅱ. 子どもの安全確認ができない場合の対応の徹底、
Ⅲ. 児童相談所と警察の情報共有の強化、Ⅳ. 子どもの安全確保を最優先とし
た適切な一時保護や施設入所等の措置の実施、解除、Ⅴ. 乳幼児健診未受診者、
未就園児、不就学児等の緊急把握の実施、Ⅵ.「児童虐待防止対策体制総合強
化プラン」策定の 6 項目である。56）
　なお、厚生労働省は、平成 30 年 6 月 15 日開催児童虐待防止対策に関する
関係閣僚会議に資料として「1. 児童相談所・市町村における職員体制・専門
性強化などの体制強化、2. 児童虐待の早期発見・早期対応、3. 児童相談所間・
自治体間の情報共有の徹底、4. 関係機関 ( 警察・学校・病院等 ) 間の連携強化、
5. 適切な司法関与の実施、6. 保護された子どもの受け皿 ( 里親・児童養護施
設等 ) の充実・強化」の 6 項目からなる「児童虐待防止対策に関する課題」
を提出する。57）
　社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会
は、対象年度毎に発生した事例検討を平成 16 年以降 14 次にわたって分析・
検証し報告書を公表してきた。58）同委員会は、平成 30 年 6 月 29 日開催第 77
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回以降平成 30 年 10 月 3 日開催第 81 回まで 6 回の審議と 2 回の現地調査を
重ね自治体間をまたがる課題等のある船戸結愛 (5 歳 ) 死亡事例のみを分析・
検証し、『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について』を公表し、
問題の所在を明らかにした。59）
　東京都は、船戸結愛ケースについて児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検
証部会において平成 30 年 5 月 21 日から 10 月 29 日まで 5 回の会議と 7 月か
ら 8 月にかけての関係機関へのヒアリングを重ねた。同部会は、報告書東京
都児童福祉審議会『児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について－平
成 30 年度東京都児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会報告書－ ( 平
成 30 年 3 月発生事例 )』( 平成 30 年 11 月 14 日 ) を公表した。60）なお、10 月
15 日、東京都検証部会と香川県検証委員会は、改善策について合同検証を
実施した。
　香川県は、船戸結愛ケースについて香川県児童虐待死亡事例等検証委員会
において平成 30 年 6 月 26 日から 10 月 30 日まで 6 回の会議を開催した。同
委員会は、『香川県児童虐待死亡事例等検証委員会検証報告書 ( 平成 29 年度
発生事案）』( 平成 30 年 11 月 ) を公表した。61）
　厚生労働省は、社会保障審議会ワーキンググループで児童虐待防止に向け、
政府の緊急総合対策で積み残した点について議論した。児童相談所の機能強
化策として (1) 介入と支援の部署を分ける、(2) 介入と支援は別の職員が対応
する、(3) 介入の際に弁護士や警察官 OB を活用する等の報告書の作成をし
ている。報告書素案のポイントは、・介入機能を強める体制整備計画を都道
府県や市が策定、・児相の全国共通ダイヤル「189」は虐待通告に特化、・国
が「面前ドメスティックバイオレンス (DV)」の対応指針を策定、・児童福祉
司に助言するスーパーバイザーの国家資格化は引き続き検討、・児相業務に
第三者評価の仕組みを段階的に導入、・虐待を受けた子どもが意見表明でき
る機会の確保の 6 項目である。62）
2. 児童虐待防止策は、社会的関心を惹起する事案が発生する都度検証と提案
がなされてきた。その主要な防止策は、(1) 関係機関の緊密な連携による情
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報の共有、63） (2) 自治体・児童相談所への専門職養成と増員、(3) ハイリスク
家庭のサポート体制の確立、(4) 警察の介入、(5) 児童福祉法 28 条に基づく司
法手続き等であり、従前繰返し指摘されてきた。64）
　船戸結愛 (5 歳 ) さん事案は、残されたメモを通して児童虐待への社会的関
心を惹起した。然しながら、児童虐待の被害児には出生と同時に身体的虐待
で死亡するケースや児童期性的虐待の被害を訴えることの出来ない多数の
Silent Victims の存在がある。
　児童虐待防止策の累次の検証・提案にも関わらず実効化されないのは、行
政の不作為として厳しく糾弾されねばならない。
　社会は、Silent Victims の声なき声を聴き分ける体制の構築が急務であ
り、防止策の提案に留まることなく一つ一つの対策の実効的実現が責務で
ある。65）
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20）  LEX/DB【文献番号】25542342。
21）  LEX/DB【文献番号】25542343.
22）  判時 2347 号 127 頁参照。
23）  LEX/DB【文献番号】25505846。
24）  LEX/DB【文献番号】25541878。
25）  LEX/DB【文献番号】25542007。なお、児童期性的虐待事案として、水戸地裁平成 27 年
　　 12 月 7 日刑事部判決は、第三者（32 歳）による女子高校生 17 歳、16 歳、17 歳、女子中学
　　 生 15 歳、13 歳の 5 名に対する強制わいせつ致傷罪、強制わいせつ罪、公然わいせつ罪、窃
　　 盗罪及び強盗致傷罪に問われた事案で被告人を懲役 10 年（求刑懲役 12 年）に処した (LEX/
　　 DB【文献番号】25542436) 。
26）  「刑法の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 72 号）について、拙稿「児童期性的虐待に
　　 関する一考察－最高裁判所平成 29 年 11 月 29 日大法廷判決を契機として－」、武蔵野大学政
　　 治経済研究所年報 16 号 (2018 年 ) 145 頁以下、特に 157 頁以下参照。
　　 　平成 30 年度犯罪統計上半期によると、強制性交等事件 601 件 ( 男性被害者 29 件 )、監護者
　　 性交等罪事件 27 件であった。検挙数は、強制性交等罪 535 件 ( 前年同期比 104 件（24.1%）増 )、
　　 監護者性交等罪 23 件である。監護者性交等罪の被害者は、養子や継子 14 件、実子 9 件である。
　　 毎日新聞 2018 年 7 月 19 日夕刊参照。
27）  前述、【判例 1】山形地裁平成 24 年 1 月 25 日刑事部判決、【判例 22】富山地裁平成 24 年 10
　　 月 11 日刑事部判決、【判例 23】東京高裁平成 24 年 10 月 17 日第 3 刑事部判決、【判例 24】
　　 秋田地裁平成 25 年 2 月 20 日刑事部判決、【判例 27】名古屋高裁平成 25 年 7 月 9 日刑事第 2
　　 部判決、【判例 29】名古屋地裁平成 25 年 9 月 9 日刑事第 1 部判決、【判例 32】東京高裁平成
　　 25 年 12 月 11 日第 3 刑事部判決、【判例 34】東京地裁平成 25 年 12 月 20 日刑事第 18 部判決、
　　 【判例 38】大阪高裁平成 26 年 8 月 28 日第 1 刑事部判決、【判例 44】福岡高裁宮崎支部平成
　　 26 年 12 月 11 日判決、【判例 48】最高裁平成 27 年 4 月 15 日第三小法廷決定、【判例 55】名
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　　 古屋地裁平成 27 年 7 月 1 日刑事第 3 部判決、【判例 57】大阪地裁平成 27 年 10 月 16 日刑事
　　 第 1 部判決の 13 判例である。
28）  大学柔道部顧問による児童期性的虐待事案として、【判例 32】東京高裁平成 25 年 12 月 11 日
　　 第 3 刑事部判決 ( 内柴正人事件 ) 参照。
29）  『平成 29 年度犯罪白書』 2-2-3-2 起訴・不起訴人員等の推移参照。因みに、刑法犯の起訴率の
　　 推移は、昭和 60 年度 60.1％、平成 11 年度 59.4％、平成 25 年度 38.9％、平成 26 年度 38.5％、
　　 平成 27 年度 39.1％、平成 28 年度 38.2％であり、逓減傾向にある。近時の起訴率は、38% か
　　 ら 39% 台で推移している。
30）  最高裁判所事務総局『司法統計年報 平成 28 年 2 刑事編』第 3 表、第 6 表、第 9 表、第 12 表参照。
31）  無罪 9 判例は、【判例 2】福岡高裁那覇支部平成 24 年 2 月 21 日刑事部判決、【判例 18】横浜
　　 地裁平成 24 年 9 月 27 日第 2 刑事部判決、【判例 34】東京地裁平成 25 年 12 月 20 日刑事第
　　 18 部判決、【判例 37】東京高裁平成 26 年 7 月 15 日第 4 刑事部判決、【判例 39】横浜地裁平
　　 成 26 年 9 月 11 日第 3 刑事部判決、【判例 40】東京高裁平成 26 年 9 月 18 日第 4 刑事部判決、
　　 【判例 44】福岡高裁宮崎支部平成 26 年 12 月 11 日判決、【判例 46】仙台高裁平成 27 年 3 月
　　 10 日第 1 刑事部判決、【判例 57】大阪地裁平成 27 年 10 月 16 日刑事第 1 部判決である。
32）  判タ 1393 号 375 頁以下、拙稿「近時の裁判実務における児童虐待事案の刑事法的一考察 (3)」、
　　 武蔵野法学 7 号 (2017 年 )37 頁参照。
33）  刑集 63 巻 4 号 331 頁以下参照。本件についての主要な判例評釈として、荒木友雄「満員電
　　 車内の痴漢行為について、被告人が強制わいせつ行為を行ったと断定することに合理的な疑
　　 いが残るとして、一審、二審の有罪判決を破棄して無罪が言い渡された事例」、刑事法ジャー
　　 ナル 19 号 97 頁以下、村上光鵄「〔平成 21 年度重要判例解説〕上告審における事実誤認の審
　　 査方法：満員電車内の痴漢事件について無罪とされた事例」、ジュリスト臨時増刊 1398 号
　　 225 頁以下、原田國男「満員電車内での痴漢事件について破棄・自判無罪とされた事例」、ジュ
　　 リスト 1424 号 125 頁以下、家令和典「1. 上告審における事実誤認の主張に関する審査の方法　
　　 2. 満員電車内における強制わいせつ被告事件について、被害者とされた者の供述の信用性を
　　 全面的に肯定した第 1 審判決及び原判決の認定が是認できないとされた事例」、最高裁判所
　　 判例解説刑事篇平成 21 年度 119 頁以下参照。
34）  刑集 63 巻 4 号 335 頁以下参照。
35）  拙稿「児童虐待をめぐる現況と課題」、刑事法ジャーナル No.12(2008 年 )2 頁以下、特に 12
　　 頁以下参照 ( 拙著『児童虐待Ⅱ 問題解決への刑事法的アプローチ [ 増補版 ]』 、成文堂、2011
　　 年、270 頁以下所、特に 293 頁以下参照 )。拙稿「近時の裁判実務における児童虐待事案の刑
　　 事法的一考察 (2)」、武蔵野法学 4 号 (2016 年 )67 頁参照。
36）  死亡時画像診断 Ai の定義について、オートプシ ・ーイメージング学会趣旨書及び「Ai（オー
　　 トプシー・イメージング）適用ガイドライン（Ai 学会案）」参照 (http://plaza.umin.ac.jp/~ai-
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　　 ai/about/aim.php、http://plaza.umin.ac.jp/~ai-ai/about/guideline.php)。同学会は、2004 年 1
　　 月に創設されている。Ai 適用ガイドラインは、Ai の実施対象症例（ケース）として 5 類型
　　 を挙げる。【1】小児死亡全例（14 歳以下）：診療の有無、死亡場所を問わない、【2】外因死
　　 およびその疑いがあるもの：1. 不慮の事故 2. 自殺 3. 他殺 4. 不慮の事故、自殺、他殺のいず
　　 れであるか死亡に至った原因が不詳の外因死 5. 外因による傷害の続発症、あるいは後遺障害
　　 による死亡、【3】診療行為に関連した死亡：該当施設として死因究明に Ai が必要と判断し
　　 たもの、【4】死因が明らかでない死亡：救急搬送、通院治療、老人施設、在宅介護等で死因
　　 不詳のものを含む、病死か外因死か不明の場合、【5】その他：1. 医師が死亡診断書（死体検案書）
　　 の作成あるいは医学の発展のために必要と判断した場合 2. 遺族が死因究明を望んだ場合 
　　 3. 身元が明らかでない者の死亡である。
37）  日本医師会『死亡時画像病理診断 (Ai=Autopsy imaging) 活用に関する検討委員会中間報告
　　 －死亡時画像病理診断 (Ai) の活用における医学的および社会的死亡時患者情報の充実の可能
　　 性及び課題について』(http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20080326_3.pdf) 1 頁参照。
38）  日本医師会死亡時画像病理診断（Ai ＝ Autopsy imaging）活用に関する検討委員会『死亡
　　 時画像病理診断（Ai ＝ Autopsy imaging）活用に関する検討委員会第二次中間報告－死亡
　　 時画像病理診断（Ai）の実態の把握及び今後の死亡時医学検索の具体的な展開の方途につい
　　 て』(http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20090401_4.pdf) 10 頁参照。
39）  死因究明に資する死亡時画像診断の活用に関する検討会『死因究明に資する死亡時画像診断
　　 の活用に関する検討会 報告書』( 平成 23 年 7 月 )(http://www.jart.jp/news/
　　 tclj8k0000000we0-att/Ai_file20110727.pdf) 3 頁参照。
40）  高橋直也 「Ai ！求められる新たな役割へ」(2015 年 11 月 30 日 ) 参照 (http://plaza.umin.
　　 ac.jp/~ai-ai/reading/proposal/proposal_114.php)。
41）  「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法
　　 律の一部の施行（医療事故調査制度）について」参照 (https://www.mhlw.go.jp/topics/
　　 bukyoku/isei/i-anzen/hourei/dl/150508-1.pdf)。
42）  朝日新聞 2018 年 11 月 8 日朝刊及び NHK News Web 2018 年 11 月 8 日参照 (https://www3.
　　 nhk.or.jp/news/html/20181108/k10011703331000.html)。
43）  「こうのとりのゆりかご」について、NHK 取材班『なぜ、わが子を棄てるのか－「赤ちゃん
　　 ポスト」10 年の真実』(NHK 出版新書 551)、2018 年、NHK 出版参照。
44）  熊本市要保護児童対策地域協議会こうのとりのゆりかご専門部会『「こうのとりのゆりかご」
　　 第 4 期検証報告書』、平成 29 年 9 月参照 (https://www.city.kumamoto.jp/common/Upload
　　 FileDsp.aspx?c_id=5&id=17021&sub_id=1&flid=116004)。日経新聞 2017 年 12 月 15 日参照。
45）  拙稿「近時の裁判実務における児童虐待事案の刑事法的一考察 (3)」、武蔵野法学 7 号 (2017
　　 年 )28 頁参照。
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46）  森田ゆり『あなたが守るあなたの心・あなたのからだ』、童話館出版、1997 年、森田ゆり編
　　 著『虐待・親にもケアを：生きる力をとりもどす MY TREE プログラム』、築地書館、2018
　　 年参照。CAP プログラムは、その後 1998 年 CAP センター JAPAN が設立され、2001 年
　　 NPO 法人 CAP センター JAPAN となり活動している (http://cap-j.net/)。2009 年一般社団
　　 法人 CAP トレーニングセンター J-CAPTA が活動を開始する (http://j-capta.org/index.
　　 html)。
47）  アメリカでは児童への啓発書として絵本が活用されており、児童期性的虐待防止に関心を有
　　 する親、教師、関係者の入門書もある。拙著『児童虐待 その現況と刑事法的介入・改訂版』、
　　 成文堂、2006 年、249 頁註 4) 参照。
48）  拙著『児童虐待Ⅱ 問題解決への刑事法的アプローチ増補版』 、成文堂、2011 年、259 頁参照。
　　 言語表現が困難な被害児のために絵を用いてのインタビューについて、265 頁註 17) 参照。
49）  稲川龍也「いわゆる「司法面接」に対する検察の取組」、法と心理第 16 巻第 1 号 (2016 年 )
　　 31 頁以下、仲 真紀子編著『子どもへの司法面接－考え方・進め方とトレーニング』、有斐閣、
　　 2016 年参照。
50）  辻 裕教「検察における児童虐待事件への最近の取組」、罪と罰 55 巻 4 号 (2018 年 )2 頁以下参照。
51）  最高検察庁刑事部長通知「警察及び児童相談所との更なる連携強化について」( 平成 27 年 10 月
　　  28 日 ) 参照 (http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji10_00008.html)。
52）  最高検察庁刑事部長通知「警察及び児童相談所との情報共有の強化について」( 平成 30 年 10 月
　　  24 日 ) 参照 (http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji10_00009.html)。
53）  東京新聞 2018 年 6 月 28 日朝刊参照。
54）  産経新聞 2018 年 6 月 6 日朝刊参照。
55）  平成 30 年 6 月 15 日開催「児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議」議事録 (https://www.
　　 mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000213072.pdf) 参照。
56）  児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議は、「緊急に実施する重点対策」を策定する (https://
　　 www.mhlw.go.jp/content/11900000/000335930.pdf)。
57）  「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」(https://www.mhlw.go.jp/
　　 content/11900000/000335930.pdf) 参照。なお、厚生労働省は、「児童虐待防止対策に関する
　　 関係閣僚会議」に資料を提供すると共に厚生労働省子ども家庭局『参考資料』( 平成 30 年 7 月 )
　　 を作成している (https://www.mhlw.go.jp/content/000339275.pdf)。
58）  社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会『子ども虐待による
　　 死亡事例等の検証結果等について』( 第 14 次報告 )、平成 30 年 8 月参照 (https://www.
　　 mhlw.go.jp/content/11900000/000362705.pdf)。
59）  社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会『子ども虐待による
　　 死亡事例等の検証結果等について』、平成 30 年 10 月参照 (https://www.mhlw.go.jp/
　　 content/11900000/000348286.pdf)。同専門委員会構成メンバーは、委員長：山縣文治・関西
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　　 大学人間健康学部教授、委員：相澤 仁・大分大学福祉健康科学部教授、秋山千枝子・医療法
　　 人社団千実会あきやま子どもクリニック理事長、安部計彦・西南学院大学人間科学部社会福
　　 祉学科教授、磯谷文明・くれたけ法律事務所弁護士、田中 哲・東京都立小児総合医療センター
　　 副院長、野口まゆみ・医療法人西口クリニック婦人科院長、    橋本和明・花園大学社会福祉
　　 学部臨床心理学科教授、山田和子・和歌山県立医科大学名誉教授（平成 30 年６月 29 日時点）。
60）  東京都児童福祉審議会『児童虐待死亡ゼロを目指した支援のあり方について－平成 30 年度
　　 東京都児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会報告書－（平成 30 年 3 月発生事例）』
　　 ( 平成 30 年 11 月 14 日 ) 参照 (http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/hodo/saishin/
　　 press181114.files/30kensyozenbun.pdf)。同部会の構成メンバーは、部会長：大竹 智・立正
　　 大学社会福祉学部教授 ( 児童福祉 )、副部会長：秋山千枝子・医療法人社団千実会あきやま子
　　 どもクリニック院長 ( 小児科医 )、委員：大木幸子・杏林大学保健学部教授 ( 公衆衛生 )、加
　　 茂登志子・若松町こころとひふのクリニック PCIT 研修センター長 ( 精神科医 )、白川佳子・
　　 共立女子大学家政学部教授 ( 臨床発達心理学 )、野田美穂子・弁護士 ( 司法 )、松原康雄・明治
　　 学院大学学長 ( 児童福祉 )、山本恒雄・愛育研究所客員研究員 ( 児童福祉 ) の 8 氏である。
61）  『香川県児童虐待死亡事例等検証委員会検証報告書（平成 29 年度発生事案）』、平成 30 年 11
　　 月参照 (http://www.pref.kagawa.lg.jp/content/etc/web/upfiles/wx1dpp181115183354_f01.
　　 pdf)。同委員会の構成メンバーは、部会長：堀井 茂・弁護士 ( 司法 )、委員：幸山洋子・小児
　　 科医 ( 医療 )、宮前淳子・香川大学准教授 ( 臨床心理学 )、平川昇司・行政職員 ( 行政 )、伊勢愛弓・
　　 保健師 ( 母子保健 ) の 5 氏である。 
62）  毎日新聞 2018 年 12 月 1 日朝刊参照。
63）  関係機関の連携の重要性については、夙に指摘されている。日本医師会雑誌 103 巻 9 号 (1990
　　 年 )1457 頁参照。拙著『児童虐待 その現況と刑事法的介入・改訂版』、成文堂、2006 年、80 頁
　　 註 28) 参照。
64）  拙著『児童虐待 その現況と刑事法的介入』、成文堂、2000 年、253 頁以下、拙著『児童虐待Ⅱ 
　　 問題解決への刑事法的アプローチ増補版』 、成文堂、2011 年、253 頁以下参照。司法手続き
　　 に関して、拙稿「児童相談所の児童虐待事案への介入の在り方－東京地裁平成 27 年 3 月 11
　　 日民事第 28 部判決を契機に－」、武蔵野政治経済研究所年報 13 号 (2016 年 )、28 頁以下参照。
　　 アメリカにおける通報機関への性的虐待通報件数の増大に対する児童保護機関の職員数やケ
　　 ースワーカーの燃え尽き症候群について、See,Judith Herman(2000)、Father-Daughter Incest,
　　 Harverd University Press, p.136.
65）  近時の児童虐待防止の論稿として、「法律のひろば」は、特集・児童虐待防止のこれから
　　 －子どもの健全な育成に向けて－として、磯谷文明「児童虐待の現状と改正法の意義・課題」、
　　 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課虐待防止対策推進室「虐待を受けている児童等の保護に
　　 ついての司法関与の強化等」、石井芳明・草野克也「児童虐待に関連する家事事件の概況と
　　 改正法の施行に向けた課題」、中板育美「児童虐待の予防のための妊娠期・保護者支援の体
武蔵野法学第 10 号
189
　　 制と姿勢」、岩佐嘉彦「児童虐待への迅速・的確な対応に向けた取組」を掲載する (70 巻 12
　　 号 (2017 年 ) 4 頁以下 )、「罪と罰」は、論説 = 児童虐待と刑事政策 = として柑本美和「児童
　　 虐待と刑事政策」、宮腰泰子「児童虐待の現状・近年の児童虐待防止対策をめぐる法改正に
       ついて～虐待を受けている児童等の保護についての司法関与を強化する平成 29 年改正法を
　　 中心に～」、山元照明「児童虐待と児童相談所のいま」、滝澤依子「警察における児童虐待へ
      の取組状況について」、高橋孝一「児童虐待事件に対する検察の取組」を掲載する ( 第 55 巻 2
　　 号 ( 平成 30 年 3 月 )5 頁以下 )。児童虐待に関する近時の論稿として、池田直人「児童虐待の
　　 処罰に関する考察」、東京大学法科大学院ローレビュー Vol.12(2017 年 )24 頁以下参照。本稿は、
　　ドイツ刑法 225 条「保護を委ねられた者の虐待罪」及びアメリカ模範刑法典 230.4 条「子供の
　　 福祉を危うくする罪」、同 3.08 条 1 項「特別な責任を負う者による実力の行使」についての
　　 ペンシルバニア州の運用を考察対象とし、身体的虐待を対象とするものであり児童虐待全般
　　 に論及するものではない。
（78）
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的
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事
例
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害
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害
者
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性
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量
刑
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表
 
判
例
 
裁
判
所
 
罪
名
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害
者
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害
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量
刑
 
留
意
事
項
 
 8
 
佐
賀
地
裁
平
成
24
年
7月
10
日
刑
事
部
 
わ
い
せ
つ
略
取
罪
、
準
強
姦
未
遂
罪
 
知
人
(3
2歳
) 
A（
13
歳
）は
知
的
障
害
者
で
心
神
喪
失
状
態
。
B（
4歳
） 
懲
役
5年
（求
刑
懲
役
7年
） 
わ
い
せ
つ
略
取
未
遂
罪
で
懲
役
1
年
6か
月
保
護
観
察
付
執
行
猶
予
3年
の
期
間
中
の
犯
罪
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山
形
地
裁
平
成
24
年
7月
12
日
刑
事
部
 
わ
い
せ
つ
略
取
罪
、
集
団
強
姦
致
傷
罪
、
強
姦
致
傷
罪
、
わ
い
せ
つ
略
取
未
遂
罪
、
強
姦
未
遂
罪
 
第
三
者
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5
歳
、
31
歳
） 
A
（
17
歳
）
、
B
（
17
歳
）、
C（
16
歳
） 
懲
役
16
年
（求
刑
懲
役
18
年
） 
 
10
 
岐
阜
地
裁
平
成
24
年
7月
13
日
刑
事
部
 
準
強
制
わ
い
せ
つ
致
傷
罪
 
知
人
（6
1歳
） 
A（
17
歳
） 
懲
役
2年
6月
執
行
猶
予
4年
（求
刑
懲
役
3年
） 
 
11
 
宇
都
宮
地
裁
平
成
24
年
7月
19
日
刑
事
部
 
 
わ
い
せ
つ
誘
拐
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
第
三
者
（4
3歳
） 
A（
12
歳
） 
懲
役
2
年
10
月
（求
刑
懲
役
3
年
6
月
） 
10
年
以
上
前
に
女
児
に
対
す
る
強
制
わ
い
せ
つ
事
件
の
前
科
。
遅
く
と
も
平
成
23
年
3
月
頃
か
ら
盗
撮
行
為
開
始
 
12
 
神
戸
地
裁
平
成
24
年
7月
19
日
第
4刑
事
部
 
強
姦
未
遂
罪
、
児
童
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
に
係
る
行
為
等
の
処
罰
及
び
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
姦
罪
  
 
第
三
者
 
A（
6歳
）、
C（
4歳
）、
D
（7
歳
）、
F（
8歳
）、
K（
5
歳
） 
懲
役
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年
（求
刑
懲
役
25
年
） 
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金
沢
地
裁
平
成
24
年
7月
27
日
第
3部
 
強
姦
致
傷
罪
 
第
三
者
（2
3歳
） 
A（
当
時
16
歳
） 
懲
役
3
年
保
護
観
察
付
執
行
猶
予
5
年
（求
刑
懲
役
5年
） 
中
等
度
精
神
遅
滞
に
よ
る
心
神
耗
弱
の
状
態
 
14
 
前
橋
地
裁
平
成
24
年
9月
5日
刑
事
第
2部
 
児
童
福
祉
法
違
反
 
第
三
者
・風
俗
業
（
「裏
デ
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」
）経
営
者
（ 3
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A
（
17
歳
）
，
B
（
17
歳
），
C（
17
歳
）、
D（
14
歳
）、
E（
16
歳
） 
懲
役
3年
及
び
罰
金
80
万
円
執
行
猶
予
5年
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甲
府
地
裁
平
成
24
年
9月
7日
刑
事
部
 
 
強
制
わ
い
せ
つ
致
傷
罪
 
第
三
者
（2
5歳
） 
下
校
中
A（
17
歳
） 
懲
役
3年
、
保
護
観
察
付
執
行
猶
予
4
年
（求
刑
懲
役
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平
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年
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人
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の
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行
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触
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繰
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常
習
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認
め
ら
れ
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津
地
裁
平
成
24
年
9月
7日
刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
致
傷
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
未
遂
罪
、
強
姦
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
第
三
者
 
A
（
15
歳
）
，
B
（
17
歳
），
C（
15
歳
）、
D（
15
歳
）、
E（
21
歳
）、
F（
30
歳
）、
G（
23
歳
） 
懲
役
7年
6月
（求
刑
懲
役
12
年
） 
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前
橋
地
裁
平
成
24
年
9月
11
日
刑
事
第
1部
 
強
姦
罪
 
知
人
・イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
交
流
サ
イ
ト（
28
歳
） 
女
子
中
学
生
A（
12
歳
） 
懲
役
3年
執
行
猶
予
5年
（求
刑
懲
役
3年
） 
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横
浜
地
裁
平
成
24
年
9月
27
日
第
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事
部
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禁
罪
、
強
姦
罪
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A（
15
歳
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無
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刑
懲
役
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が
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る
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岡
地
裁
平
成
24
年
9月
28
日
刑
事
第
1部
 
強
姦
未
遂
罪
 
祖
父
 
孫
(1
2歳
) 
懲
役
3年
執
行
猶
予
5年
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刑
懲
役
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6月
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中
止
未
遂
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成
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傷
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三
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17
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役
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遂
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富
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地
裁
平
成
24
年
10
月
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日
刑
事
部
 
児
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買
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童
ポ
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係
る
行
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等
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処
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及
び
児
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の
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護
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制
わ
い
せ
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児
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歳
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4
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役
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役
3年
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年
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日
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部
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役
2
年
6月
（求
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4年
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秋
田
地
裁
平
成
25
年
2月
20
日
刑
事
部
 
準
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
部
活
動
の
顧
問
兼
監
督
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9歳
) 
A
（
17
歳
）
、
B
（
16
歳
）、
C（
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歳
）、
D（
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歳
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懲
役
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6月
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懲
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法
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定
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成
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事
部
 
強
制
わ
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傷
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父
 
妻
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連
れ
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懲
役
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6月
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懲
役
7年
） 
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大
阪
地
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平
成
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年
6月
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日
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事
部
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姦
致
傷
罪
、
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姦
罪
、
強
盗
強
姦
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
姦
未
遂
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
未
遂
罪
等
 
第
三
者
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行
時
37
歳
~4
1歳
) 
12
歳
3
名
、
13
歳
3
名
、
14
歳
1
名
の
女
児
7名
 
判
示
第
1な
い
し
第
3の
罪
に
つ
い
て
懲
役
22
年
(求
刑
懲
役
22
年
)、
判
判
示
第
4な
い
し
第
15
の
罪
に
つ
い
て
懲
役
25
年
(求
刑
懲
役
25
年
) 
 
被
害
者
15
名
19
歳
以
上
7名
、
1名
(3
0歳
)は
妊
娠
・中
絶
。
大
阪
高
裁
平
成
26
年
2月
27
日
第
3
刑
事
部
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決
、
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訴
棄
却
、
最
高
裁
平
成
26
年
8月
21
日
第
一
小
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廷
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定
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上
告
棄
却
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屋
高
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平
成
25
年
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刑
事
第
2部
 
愛
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県
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年
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育
成
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習
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教
師
(4
3
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A（
15
歳
） 
 
控
訴
棄
却
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審
名
古
屋
地
裁
平
成
25
年
2
月
18
日
刑
事
第
1部
判
決
、
懲
役
6月
執
行
猶
予
3年
（求
刑
懲
役
6
月
）、
最
高
裁
平
成
25
年
10
月
7
日
第
一
小
法
廷
決
定
、
上
告
棄
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東
京
地
裁
平
成
25
年
8月
8日
刑
事
第
3部
 
強
要
罪
、
児
童
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
法
 
母
親
の
ネ
ッ
ト
友
(2
9歳
) 
長
女
（1
3歳
） 
懲
役
1年
6月
（求
刑
懲
役
2年
） 
陰
部
等
を
露
出
し
た
姿
態
等
の
画
像
を
撮
影
・送
信
さ
せ
る
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名
古
屋
地
裁
平
成
25
年
9月
9日
刑
事
第
1部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
高
校
柔
道
部
顧
問
（ 4
2歳
） 
A（
17
歳
）、
B（
16
歳
） 
懲
役
2年
2月
（執
行
猶
予
3年
） 
 
 
30
 
仙
台
地
裁
平
成
25
年
9月
20
日
第
1刑
事
部
 
住
居
侵
入
罪
、
強
姦
罪
 
 
第
三
者
・消
防
士
(3
0歳
) 
A（
16
歳
） 
 
懲
役
5年
6月
（求
刑
懲
役
7年
） 
ガ
ス
点
検
を
装
っ
て
母
親
の
留
守
の
家
に
侵
入
。
控
訴
審
仙
台
高
裁
平
成
26
年
3月
13
日
判
決
、
控
訴
棄
却
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東
京
地
裁
立
川
支
部
平
成
25
年
11
月
1日
刑
事
第
1部
 
略
取
誘
拐
罪
、
監
禁
罪
 
第
三
者
 
A（
17
歳
）、
B（
15
歳
） 
懲
役
6年
（求
刑
懲
役
9年
） 
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東
京
高
裁
平
成
25
年
12
月
11
日
第
3刑
事
部
 
準
強
姦
罪
 
大
学
・柔
道
部
顧
問
（3
3歳
） 
A（
18
歳
） 
控
訴
棄
却
 
上
告
審
最
高
裁
平
成
26
年
4
月
23
日
第
二
小
法
廷
決
定
、
上
告
棄
却
。
原
原
審
東
京
地
裁
平
成
25
年
2
月
1
日
刑
事
第
18
部
 
判
決
、
懲
役
5
年
（求
刑
懲
役
5
年
） 
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宇
都
宮
地
裁
平
成
25
年
12
月
18
日
刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
盗
強
姦
罪
、
強
盗
致
傷
罪
、
強
盗
強
姦
未
遂
罪
 
 
第
三
者
（1
7歳
） 
A（
17
歳
）、
B（
当
時
17
歳
）、
C（
当
時
16
歳
）、
D（
当
時
15
歳
） 
懲
役
5年
以
上
10
年
以
下
（求
刑
懲
役
5年
以
上
10
年
以
下
） 
 
34
 
東
京
地
裁
平
成
25
年
12
月
20
日
刑
事
第
18
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
ク
ラ
ス
但
任
(6
0
歳
) 
生
徒
A(
6歳
)、
B(
6歳
) 
無
罪
（求
刑
懲
役
4年
） 
被
害
児
の
供
述
の
信
用
性
及
び
被
告
人
の
自
白
の
信
用
性
否
定
。
控
訴
審
東
京
高
裁
平
成
26
年
9
月
9日
第
10
刑
事
部
判
決
、
控
訴
棄
却
 
35
 
松
山
地
裁
平
成
26
年
1月
22
日
刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
致
傷
罪
、
児
童
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
法
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
 
第
三
者
 
9歳
1名
、
10
歳
3名
、
11
歳
3名
、
13
歳
1名
の
女
児
8名
 
懲
役
5年
6月
(求
刑
懲
役
8年
) 
 
36
 
広
島
地
裁
平
成
26
年
1月
29
日
刑
事
第
2部
 
  
わ
い
せ
つ
略
取
罪
、
監
禁
罪
、
銃
刀
法
 
第
三
者
(2
1歳
) 
A（
12
歳
） 
懲
役
4年
（求
刑
懲
役
5年
) 
 
  
塾
帰
り
の
バ
ス
停
。
控
訴
審
広
島
高
裁
平
成
26
年
10
月
2日
第
1
部
判
決
、
原
判
決
破
棄
(損
害
賠
償
等
の
事
情
を
考
慮
)懲
役
3年
。
上
告
審
最
高
裁
平
成
27
年
1
月
14
日
第
二
小
法
廷
決
定
、
上
告
棄
却
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東
京
高
裁
平
成
26
年
7月
15
日
第
4刑
事
部
判
決
 
公
衆
に
著
し
く
迷
惑
を
か
け
る
暴
力
的
不
良
行
為
等
の
防
止
に
関
す
る
条
例
違
反
被
告
事
件
 
第
三
者
(2
7歳
) 
A(
17
歳
) 
無
罪
 
破
棄
自
判
。
原
審
東
京
地
裁
立
川
支
部
平
成
25
年
5月
8日
刑
事
第
3部
判
決
、
罰
金
40
万
円
。
 
武蔵野法学第 10 号
185
38
 
大
阪
高
裁
平
成
26
年
8月
28
日
第
1刑
事
部
判
決
 
青
少
年
愛
護
条
例
（兵
庫
県
昭
和
38
年
条
例
第
17
号
） 
柔
道
コ
ー
チ
(5
1
歳
) 
A(
14
歳
) 
懲
役
1年
執
行
猶
予
3年
 
原
審
神
戸
地
裁
平
成
25
年
2
月
27
日
第
2刑
事
部
判
決
、
無
罪
 
39
 
横
浜
地
裁
平
成
26
年
9月
11
日
第
3刑
事
部
 
準
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
実
父
 
長
女
A(
15
歳
)、
次
女
B(
12
歳
) 
 
無
罪
 
被
害
児
A,
B
の
供
述
の
信
用
性
否
定
。
 
40
 
東
京
高
裁
平
成
26
年
9月
18
日
第
4刑
事
部
 
神
奈
川
県
迷
惑
行
為
防
止
条
例
 
第
三
者
(3
8歳
) 
女
子
高
校
生
（1
7歳
） 
 
無
罪
 
被
害
者
の
公
判
供
述
の
信
用
性
に
疑
問
。
原
審
横
浜
地
裁
川
崎
支
部
平
成
26
年
1月
22
日
刑
事
部
判
決
、
罰
金
30
万
円
（求
刑
罰
金
30
万
円
） 
41
 
津
地
裁
平
成
26
年
10
月
9日
刑
事
部
 
わ
い
せ
つ
略
取
誘
拐
罪
、
監
禁
罪
、
強
姦
未
遂
罪
、
傷
害
罪
 
第
三
者
(3
6歳
) 
女
子
中
学
生
(1
4歳
) 
懲
役
10
年
（求
刑
懲
役
13
年
） 
 
42
 
津
地
裁
平
成
26
年
11
月
6日
刑
事
部
 
強
姦
致
傷
罪
、
強
姦
罪
 
母
親
の
交
際
相
手
(4
5歳
) 
A
子
（1
0歳
, 1
1歳
） 
懲
役
10
年
（求
刑
懲
役
15
年
） 
 
43
 
福
井
地
裁
平
成
26
年
11
月
11
日
刑
事
部
 
わ
い
せ
つ
誘
拐
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
姦
罪
 
第
三
者
・A
 
面
識
有
り
・B
 
A（
17
歳
）、
B（
15
歳
） 
懲
役
4年
6月
（求
刑
懲
役
6年
） 
軽
度
精
神
遅
滞
を
原
因
と
す
る
軽
度
の
短
絡
性
及
び
衝
動
性
が
う
か
が
わ
れ
る
 
44
 
福
岡
高
裁
宮
崎
支
部
平
成
26
年
12
月
11
日
 
準
強
姦
罪
 
ゴ
ル
フ
教
室
教
師
(5
6歳
) 
生
徒
（1
8歳
） 
無
罪
 
検
察
審
査
会
の
起
訴
相
当
決
議
に
基
づ
き
公
訴
提
起
。
原
審
鹿
児
島
地
裁
平
成
26
年
3月
27
日
刑
事
部
判
決
、
無
罪
 
45
 
さ
い
た
ま
地
裁
平
成
27
年
2月
10
日
第
2刑
事
部
 
強
姦
罪
、
強
盗
強
姦
未
遂
罪
、
強
盗
強
姦
罪
 
第
三
者
（犯
行
時
19
歳
）大
学
生
 
14
歳
1
名
、
15
歳
2
名
、
16
歳
1名
、
17
歳
1名
 
懲
役
23
年
（求
刑
懲
役
25
年
） 
 
46
 
仙
台
高
裁
平
成
27
年
3月
10
日
第
1刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
 
養
父
（4
2歳
） 
養
女
（1
1歳
） 
無
罪
 
原
審
仙
台
地
裁
平
成
26
年
8
月
15
日
第
1刑
事
部
判
決
、
懲
役
1
年
6月
（求
刑
懲
役
3年
） 
47
 
津
地
裁
平
成
27
年
3月
24
日
刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
致
死
罪
、
窃
盗
罪
 
第
三
者
（1
8歳
） 
高
校
生
(1
5歳
) 
懲
役
5年
以
上
9年
以
下
（求
刑
懲
役
5年
以
上
10
年
以
下
） 
 
48
 
最
高
裁
平
成
27
年
4月
15
日
第
三
小
法
廷
決
定
 
保
釈
許
可
決
定
に
対
す
る
抗
告
の
決
定
に
対
す
る
特
別
抗
告
 
予
備
校
理
事
長
・ 
柔
道
整
復
師
 
予
備
校
生
徒
(1
8歳
) 
 
原
原
審
福
井
地
裁
平
成
27
年
3
月
27
日
刑
事
部
決
定
、
保
釈
許
可
 
49
 
千
葉
地
裁
平
成
27
年
4月
27
日
刑
事
第
5部
 
わ
い
せ
つ
誘
拐
罪
、
監
禁
罪
、
強
姦
致
傷
罪
、
わ
い
せ
つ
略
取
未
遂
罪
、
傷
害
罪
等
 
知
人
(5
2歳
) 
女
児
(7
歳
) 
 
懲
役
14
年
(求
刑
懲
役
20
年
) 
 
 
50
 
長
野
地
裁
平
成
27
年
5月
15
日
刑
事
部
 
集
団
強
姦
致
傷
罪
、
強
制
わ
い
せ
つ
未
遂
罪
 
第
三
者
X
（
38
歳
）、
Y（
33
歳
） 
A（
16
歳
）、
B（
18
歳
） 
X
懲
役
12
年
（求
刑
懲
役
13
年
）、
Y
懲
役
10
年
（求
刑
懲
役
12
年
） 
 
51
 
函
館
地
裁
平
成
27
年
5月
18
日
刑
事
部
 
強
制
わ
い
せ
つ
致
傷
罪
 
第
三
者
 
A(
16
歳
), B
(1
8歳
) 
懲
役
4年
（求
刑
懲
役
5年
） 
 
（82）
近時の裁判実務における児童虐待事案の刑事法的一考察（6 完）
184（83）
52
 
前
橋
地
裁
平
成
27
年
6月
5日
刑
事
第
1部
 
わ
い
せ
つ
誘
拐
未
遂
罪
 
第
三
者
・警
察
官
（2
5歳
） 
女
児
(1
0歳
) 
 
懲
役
2年
6月
執
行
猶
予
5年
（求
刑
懲
役
2年
6月
） 
 
53
 
奈
良
地
裁
葛
城
支
部
平
成
27
年
6月
11
日
 
児
童
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
に
係
る
行
為
等
の
処
罰
及
び
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
 
第
三
者
 
A 
懲
役
6月
執
行
猶
予
4年
（求
刑
懲
役
6月
） 
 
54
 
静
岡
地
裁
沼
津
支
部
平
成
27
年
6月
25
日
刑
事
部
 
傷
害
罪
、
強
姦
致
傷
罪
、
窃
盗
罪
 
第
三
者
（2
7歳
） 
A（
17
歳
）、
B（
15
歳
） 
懲
役
13
年
（求
刑
懲
役
16
年
） 
口
淫
さ
せ
、
妊
娠
の
危
険
を
理
解
 
し
な
が
ら
膣
内
に
射
精
 
55
 
名
古
屋
地
裁
平
成
27
年
7月
1日
刑
事
第
3部
 
強
姦
未
遂
罪
 
第
三
者
・高
校
教
師
（4
8歳
） 
女
児
（1
1歳
） 
懲
役
3年
執
行
猶
予
5年
（求
刑
懲
役
3年
） 
金
銭
の
支
払
を
ち
ら
つ
か
せ
て
性
的
行
為
の
相
手
を
さ
せ
、
執
よ
う
に
姦
淫
を
試
み
た
上
、
一
連
の
様
子
を
ビ
デ
オ
カ
メ
ラ
で
撮
影
、
暴
行
等
を
手
段
と
し
な
い
態
様
 
56
 
名
古
屋
高
裁
金
沢
支
部
平
成
27
年
7月
21
日
第
2部
 
児
童
福
祉
法
、
暴
行
罪
 
学
級
の
担
任
や
部
の
顧
問
 
生
徒
（1
5歳
） 
懲
役
4年
 
被
害
児
童
の
肛
門
に
自
己
の
陰
 
茎
を
挿
入
す
る
性
交
類
似
行
為
 
57
 
大
阪
地
裁
平
成
27
年
10
月
16
日
刑
事
第
1部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
姦
罪
 
養
父
(6
5歳
) 
養
女
(1
4歳
) 
無
罪
(再
審
) 
  
原
原
審
大
阪
地
裁
平
成
21
年
5 
月
15
日
判
決
、
懲
役
12
年
（求
 
刑
懲
役
13
年
）。
控
訴
審
大
阪
高
 
裁
平
22
年
7月
21
日
判
決
、
控
 
訴
棄
。
上
告
審
最
高
裁
平
成
23
 
年
4月
21
判
決
、
上
告
棄
却
・確
 
定
 
58
 
岡
山
地
裁
平
成
27
年
10
月
28
日
第
2刑
事
部
 
わ
い
せ
つ
略
取
罪
、
逮
捕
監
禁
致
傷
罪
 
第
三
者
（4
9歳
） 
女
児
（1
1歳
） 
懲
役
6年
6月
（求
刑
懲
役
10
年
） 
 
59
 
広
島
地
裁
平
成
27
年
12
月
7日
刑
事
第
1部
 
強
制
わ
い
せ
つ
罪
、
強
姦
罪
、
児
童
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
に
係
る
行
為
等
の
処
罰
及
び
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
 
第
三
者
 
16
歳
、
13
歳
 
懲
役
7年
（求
刑
懲
役
8年
） 
 
 
武蔵野法学第 10 号
183
Ⅱ
．
児
童
期
性
的
虐
待
に
お
け
る
加
害
者
・被
害
者
の
関
係
別
人
員
及
び
被
虐
待
児
の
年
齢
一
覧
表
  
 Ⅱ
-ⅰ
．
加
害
者
・被
害
者
の
関
係
別
割
合
 
区
分
 
父
親
等
 
そ
の
他
 
総
数
 
 
実
父
 
養
父
・継
父
 
内
縁
・同
居
 
祖
父
 
教
師
・保
育
士
等
 
知
人
 
第
三
者
 
 
平
成
24
年
 2
3
件
 
 
1 
 
1 
3 
4 
14
(無
罪
2)
 
23
(無
罪
2)
 
平
成
25
年
 1
1
件
 
 
1 
 
 
5(
無
罪
1)
 
1 
4 
11
(無
罪
1)
 
平
成
26
年
 1
0
件
 
1(
無
罪
1)
 
 
 
 
2(
無
罪
1)
 
2 
6(
無
罪
2)
 
11
(無
罪
4)
 
平
成
27
年
 1
5
件
 
 
2(
無
罪
1)
 
 
 
3(
無
罪
1)
 
1 
10
 
16
(無
罪
2)
 
総
数
 
59
件
 
1(
無
罪
1)
 
4(
無
罪
1)
 
1 
1 
13
(無
罪
3)
 
8 
34
(無
罪
4)
 
61
(無
罪
9)
 
割
合
％
 
1.
63
 
6.
55
 
1.
63
 
1.
63
 
21
.3
1 
13
.1
1 
55
.7
3 
 
 Ⅱ
- ⅱ
．
被
虐
待
児
の
年
齢
 
年
齢
 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10
 
11
 
12
 
13
 
14
 
15
 
16
 
17
 
 1
8 
総
数
 
特
記
事
項
 
平
成
24
年
 
4 
1 
2 
1 
1 
1 
1 
1 
2 
1 
1 
7 
4 
13
 
1 
41
 
判
例
12
、
判
例
14
 各
被
害
者
5
名
、
判
例
16
 被
害
者
4
名
 
平
成
25
年
 
 
 
2 
 
 
 
 
 
3 
4 
1 
3 
6 
6 
1 
26
 
判
例
24
、
判
例
33
 各
被
害
者
4
名
、
判
例
26
 被
害
者
7
名
 
平
成
26
年
 
 
 
 
 
 
1 
4 
4 
2 
1 
2 
2 
 
3 
1 
20
 
判
例
35
 被
害
者
8
名
 
平
成
27
年
 
 
 
 
1 
 
 
1 
3 
 
 1
 
2 
5 
4 
2 
3 
22
 
判
例
45
 被
害
者
5
名
 
総
数
 
4 
1 
4 
2 
1 
2 
6 
8 
8 
7 
6 
17
 
14
 
24
 
5 
10
9 
 
割
合
 ％
 
3.
66
 
0.
91
 
3.
66
 
1.
78
 
0.
91
 
1.
83
 
5.
50
 
7.
33
 
7.
33
 
6.
42
 
5.
50
 
15
.5
9 
12
.8
4 
22
.0
1 
4.
58
 
 
 
   
（84）
